
参考資料１
（電気通信事業における会計制度の概要）

２００７年１０月

資料２



ＩＰ化の進展に伴う競争環境の変化

（１）ブロードバンド化の進展---リッチコンテンツの流通の拡大
（２）水平的市場統合の進展-----イントラモダルな競争からインターモダルな競争への転換
（３）垂直的市場統合の進展-----各レイヤー全体を念頭に置いた公正競争確保の必要性
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（例） ＦＭＣ（Fixed Mobile Convergence）. 通信と放送の融合
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会計制度に係る法的枠組み

（会計の整理）
第二十四条 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務
を提供する電気通信事業者は、その提供する基礎的電気
通信役務又は指定電気通信役務に関する料金の適正な
算定に資するため、総務省令で定める勘定科目の分類そ
の他会計に関する手続に従い、その会計を整理しなけれ
ばならない。

（第一種指定電気通信設備との接続）
第三十三条 略
１３ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、
総務省令で定めるところにより、第一種指定電気通信設備と
の接続に関する会計を整理し、及びこれに基づき当該接続
に関する収支の状況その他総務省令で定める事項を公表し
なければならない。

電気通信事業法 省令

【目的】
○ 第一種指定電気通信設備との接続に関する会計
の整理の方法を定めるとともに、当該接続に関す
る収支の状況等を明らかにし、もって接続料の適
正な算定に資すること

【目的】

○ 基礎的電気通信役務を提供する電気通信事業者
及び指定電気通信役務を提供する電気通信事業者
の会計の基準を確立するとともに、その財政状態
及び経営成績を明らかにし、もって基礎的電気通
信役務及び指定電気通信役務に関する料金の適正
な算定に資すること

○ 禁止行為等規定適用事業者の会計の基準を確立
するとともに、その財政状態及び経営成績を明ら
かにすること

電気通信事業会計規則

第一種指定電気通信設備接続会計規則

（禁止行為等）
第三十条 略
５ 第一項の規定により指定された電気通信事業者及び第三
十三条第二項に規定する第一種指定電気通信設備を設置す
る電気通信事業者は、総務省令で定めるところにより、総務
省令で定める勘定科目の分類その他会計に関する手続に従
い、その会計を整理し、電気通信役務に関する収支の状況
その他その会計に関し総務省令で定める事項を公表しなけ
ればならない。 電気通信事業会計

接続会計

第二種指定電気通信設備を設置する事業者であって、収益
ベースのシェアが25％を超える場合に、適正な競争関係を
確保するために必要があると認めて総務大臣が指定した者

法第30条第5項に規定する「第1項の規定により指
定された電気通信事業者及び･･･第一種指定電気通
信設備を設置する電気通信事業者」
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電気通信事業会計（役務別会計）の概要

従来、電気通信事業会計規則においては、旧第一種電気通信事業者に対し、一般的な財務諸表等に加え、音声・データ・専用の
役務区分毎の会計報告を課してきたところ。

改正電気通信事業法の施行（０４年４月）に伴う会計規則の改正により、０４年度から、適用対象を基礎的電気通信役務及
び指定電気通信役務等を提供する事業者並びに禁止行為等規定の適用を受ける事業者に限定。

基礎的電気通信役務を提供する事業者及び指定電気通信役務を提供する事業者の会
計の基準を確立するとともに、その財政状態及び経営成績を明らかにし、もって基
礎的電気通信役務及び指定電気通信役務に関する料金の適正な算定に資する。

禁止行為等規定の適用を受ける事業
者の会計の基準を確立するとともに、
その財政状態及び経営成績を明らか
にする。

禁止行為等規定の適用を受ける事業者指定電気通信役務を提供する事業者

NTT東西

基礎的電気通信役務損益明細表

貸借対照表、損益計算書等の一般的
な財務諸表等に加え、

基礎的電気通信役務損益明細表
指定電気通信役務損益明細表
移動電気通信役務損益明細表

指定電気通信役務損益明細表

貸借対照表、損益計算書等の一般的
な財務諸表等に加え、

貸借対照表、損益計算書等の一般的
な財務諸表等に加え、

を作成し、総務大臣に提出 を作成し、総務大臣に提出
を作成、総務大臣に提出し、公表

※１ 基礎的電気通信役務損益明細表、指定電気通信役務損益明細表及び移動電気通信役務損益明細表については、電気通信事業会計規則原始附則第3項に基
づき、総務大臣が別に告示で定める方法により開示しなければならないとされている。

※２ 基礎的電気通信役務損益明細表については基礎的電気通信役務提供事業者に、指定電気通信役務損益明細表については指定電気通信役務提供事業者に、
移動電気通信役務損益明細表については電気通信事業法第３０条第1項で指定する事業者に、それぞれ限る。

０３年度まで

０４年度以降

基礎的電気通信役務を提供する事業者

NTT東西、CATV電話事業者等
１９社（０７年３月現在）
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NTT東西、NTTドコモグループ
１１社（０７年３月現在）

（※１）
（※２）（※１） （※１）



会社法・証券取引法と電気通信事業会計との関係

有価証券報告書（注：財務諸表は有価証券報告書の一
部を構成）及びその添付書類の写しを5年間、本店及
び主要な支店に備え置き、公衆の縦覧に供する

開示等

・貸借対照表

・損益計算書

・株主資本等変動計算書

・キャッシュ・フロー計算書

【附属明細表】

・有価証券明細表

・有形固定資産等明細表

・社債明細表

・借入金等明細表

・引当金明細表

作成書類

上場会社等適用範囲

■証券取引法（財務諸表等規則）

・○の損益明細表は、官報等により公示

・禁止行為等規定適用事業者は、下線の書
類につき、営業所その他の事業所に備え
置き、公衆の縦覧に供するとともに、ｲﾝ
ﾀｰﾈｯﾄを利用することにより公表

開示等

・貸借対照表

・損益計算書

・株主資本等変動計算書

・個別注記表

【附属明細書】

・固定資産等明細表

・関係会社投資明細表

・有価証券明細表

・社債明細表

・借入金等明細表

・引当金明細表

・電気通信営業費用明細表

○基礎的電気通信役務損益明細表(基)

○指定電気通信役務損益明細表(指)

○移動電気通信役務損益明細表(禁＆移)

・附帯事業損益明細表

・その他重要事項明細表

作成書類

・基礎的電気通信役務提供事業者(19社※)

・指定電気通信役務提供事業者（NTT東西)

・禁止行為等規定適用事業者

（NTT東西及びドコモグループ９社）

適用範囲

■電気通信事業法（電気通信事業会計規則）

財務諸表等
規則で様式
を規定

・貸借対照表及び損益計算書（大会社の場合）を公告

・計算書類及び附属明細書を本店に5年間、支店に3年
間備え置き（株主及び債権者は閲覧可）

開示等

【計算書類】

・貸借対照表

・損益計算書

・株主資本等変動計算書

・個別注記表

【附属明細書】

・有形固定資産及び無形固定資産の明細

・引当金の明細

・販売費及び一般管理費の明細 等

作成書類

株式会社等適用範囲

■会社法（会社計算規則）

会社計算規
則で、設け
るべき区分
等を規定
（様式そのも
のは規定して
いない）

○○×ＮＴＴ持株

○

○

○

○

事業法

×○その他の(基)事業者

○○KDDI,ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ(基)

○○NTTドコモ（禁）

×○NTT東西（基･指･禁)

証取法会社法

様式

様式

会社法等の適用関係

事業会計規則に基
づき提出している
貸借対照表・損益
計算書等と同じ様
式の書類を提出

（会社計算規則§146、財務諸表等規則§2）

財務諸表

会社法・証券取引法に基づく会計 電気通信事業会計

事業会計規則
で様式を規定

様式
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各事業会計規則で定め
る用語、様式及び作成
方法による（会社計算規
則・財務諸表等規則の特例）

各事業会計規則で定め
る用語、様式及び作成
方法による（会社計算規
則・財務諸表等規則の特例）

電気通信事業等

※NTT東西を含む



第一種指定電気通信設備制度の概要
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※ＩＰ電話専用のものを除く
※※ＤＳＬＡＭ、ＤＳＬ用スプリッタを除く

※

※※

（参考）第一種指定電気通信設備のイメージ

◇接続制度の概要（固定電気通信役務に係るもの）

・総務大臣が、他事業者の事業展開上不可欠であり、利用者利便の確保という観点からも利用が確
保されることが不可欠な加入者回線を相当規模有する事業者の設備を指定（第一種指定電気通信
設備）。

・当該設備を設置する事業者（現在はＮＴＴ東西のみ）には、他の事業者が当該設備と接続する際
の料金（接続料）など接続の条件に関して接続約款の作成義務の他、当該設備を管理運営する部
門とこれを利用してサービス提供を行う部門とに会計を分離することが義務付けられる。

※
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接続会計の概要
【電気通信事業会計】 【接 続 会 計】
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契約数の推移（固定系通信、加入電話、移動系通信、ＩＰ電話）
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固定系通信（加入電話+ＩＳＤＮ）

加入電話（CATV、新直収型含む）

移動系通信（携帯電話+ＰＨＳ）

IP電話

加入－移動の
契約数が逆転
加入：5,555万
移動：5,685万
（００年３月）

固定－移動の
契約数が逆転
固定：6,219万
移動：6,282万
（００年１１月）

（万）

出典：電気通信サービスの加入契約数の状況（総務省資料）
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FTTH平均純増

DSL平均純増

CATV平均純増

加入数（単位:万）

注）０４年６月末分より電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、それ以前は任意の事業者から報告を受けた契約数を集計。

○ ブロードバンドの加入者については近年急激に拡大（ブロードバンド総加入者数は２,６００万を突破）
○ 一般家庭向け光アクセスサービスについては、日本が世界に先駆けて０１年３月より提供開始。

○ 総加入数では依然ＤＳＬが圧倒しているが、純増数ではＦＴＴＨがＤＳＬを上回る状況。

【加入数】

360万

1,401万

880万

07/03

331万295万257万206万145万CATV

1,452万1,367万1,119万702万237万DSL

546万285万114万30万2.6万FTTH

06/0305/0304/0303/0302/03

1.4万

-7.4万

28.8万

07/1-3

2.4万2.9万3.4万3.8万5.1万CATV

1.2万11.7万30.8万45.9万28.4万DSL

27.3万15.5万8.3万3.3万5,700 FTTH

06/1-305/1-304/1-303/1-302/1-3

ブロードバンドアクセスサービスの推移

FTTHの純増数
がDSLを逆転！

【月間純増数】一月当たりの
平均純増数（単位:万）
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ケーブル
インターネット

○契約数：3,609,625
○事業者数：385社

ケーブルケーブル
インターネットインターネット

○契約数：3,609,625
○事業者数：385社

光ファイバ
（FTTH）

○契約数：8,803,898
○事業者数 ：131社

光ファイバ光ファイバ
（（FTTHFTTH））

○契約数：8,803,898
○事業者数 ：131社

ＤＳＬ
○契約数：14,013,248
○事業者数：47社

ＤＳＬＤＳＬ
○契約数：14,013,248
○事業者数：47社

FTTHの契約数がケーブル
インターネットを逆転！

DSLの契約数
が減少！
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電気通信事業会計と接続会計

【電気通信事業会計】
（損益計算書）

○ 電気通信事業分野の会計制度は、電気通信事業会計と接続会計に大別される。

○ 電気通信事業会計の損益計算書上の損益については、同会計における指定電気通信役務損益明細表や基礎的電気通
信役務損益明細表等において、役務区分別に整理・計上される。

○ また、電気通信事業会計の損益計算書上の費用と貸借対照表上の資産は、接続会計において、設備区分別に整理・
計上される。

一
般
専
用

公
衆
電
話

市
外
通
話

市
内
通
話

基
本
料

： ：：

番
号
案
内
Ｄ
Ｂ

信
号
網
設
備

中
継
交
換
設
備

端
末
交
換
設
備

主
配
線
盤

端
末
伝
送
路

： ：：

（指定電気通信役務損益明細表）

【接続会計】

県
間
伝
送
路

管理部門 利用部門

経

常

損

益

（何）業損益

営 業 外 損 益

特 別 損 益

電気通信事業損益

営

業

損

益

営業費

運用費

施設保全費

共通費

管理費

試験研究費

減価償却費

固定資産除却費

通信設備使用料

租税公課

費用

収益

（何）収入

役務
区分
別

設備区分別

サ
ー
ビ
ス
活
動

：

高
速
デ
ジ
タ
ル
伝
送
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○ 次世代ネットワーク（端末機器からネットワークまで一貫してＩＰ化したネットワーク）を構築
○ 「メタルから光」「固定電話網から次世代ネットワーク」「メタルから光」「固定電話網から次世代ネットワーク」へ切り替えることとし、その方針を１０年までに策定１０年までに策定
○ １０年には、３０００万（全加入者６０００万）のお客様が光アクセスと次世代ネットワークにシフト
○ 固定通信事業のコストは、１０年に８，０００億円１０年に８，０００億円の削減を目標とする（設備投資は、従来の設備投資額と概ね同水準－今後６年間で５兆円－）
○ 次世代ネットワークを活用したソリューションやノントラヒックビジネスにおいて、１０年に５,０００億円の売り上げ増を目指す

ＮＴＴ及びＫＤＤＩのＩＰ化への取組

「ＮＴＴグループ中期経営戦略」（０４年１１月発表）

「ＮＴＴグループ中期経営戦略の推進について」（０５年１１月発表）

○ 光ファイバ・無線をアクセス回線とし、県内／県間、東／西、固定／移動のシームレスなサービス提供をＩＰベースで可能とする次世代ネットワークを、
ＮＴＴ東西・ドコモが連携して構築
○ ０６年度下期から次世代ネットワークのフィールドトライアルを開始し、０７年度下期に次世代ネットワークによるサービスの本格提供を開始
○ 固定・移動融合（ＦＭＣ）に対応するため、次世代ネットワークの導入により、ＷｉＭＡＸ等のブロードバンド無線技術と組み合わせた、より高度で柔軟な
固定・移動間のシームレスな通信サービスを提供

ＫＤＤＩの固定電話網ＩＰ化計画の概要（０４年９月発表）

○ ０３年１０月に、ＦＴＴＨにより、映像、高速インターネット、高品質なＩＰ電話の トリプルプレイサービスを提供する「ＫＤＤＩ光プラス」を開始
○ ０５年２月には、加入者電話回線（メタル回線）をＫＤＤＩのＩＰ網にダイレクトに接続するサービス「ＫＤＤＩメタルプラス」を提供開始
○ 世界に先駆けて固定網のＩＰ化を完了し、ブロードバンドを利用しない加入者にも、ＩＰ技術により低廉なサービスを提供
具体的には、０５年度より既存固定電話網のＩＰ化に着手し、ソフトスイッチへの置換を０７年度末までに完了

○ 固定電話網をＩＰ化することで、ＩＰ電話系の新しいサービスの導入が容易な環境を構築

ＫＤＤＩのウルトラ３Ｇ構想（０５年６月発表）

○ ０５年６月、固定・携帯等、アクセスに拠らない固定移動統合網（ウルトラ３Ｇ）の構築について発表
※ ウルトラ３Ｇは、オールIPのネットワークバックボーンにて構成されIPv6を採用

ＫＤＤＩ

ＮＴＴ
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相互接続点

ＰＯＩ

中継系交換設備（主とし
て音声伝送役務の提供に
用いられるもの）[中継系交
換設備～相互接続点伝送路（分離型
関門交換機）を含む]

(１) 公衆網

端末系交換設備（主と
して音声伝送役務の提
供に用いられるもの）

ＰＳＭ

端末系伝送路（電
気信号・光信号）

ＰＨＳ接続装置

端末系交換設備間伝送路

端末系交換設備～中
継系交換設備伝送路

呼関連データベース

信号網設備

端末系交換設備～
中継系交換設備伝
送路（斜回線）

公衆電話設備

番号案内データべース

設備区分の構成（イメージ図）①

主配線盤（電気信
号・光信号）

主配線盤～端末系
交換設備伝送路

群タンデム交換設備

群タンデム交換設備
～端末系交換設備伝
送路

総合デジタル網加
入者モジュール
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相互接続点

ＰＯＩ

専用線ノード装置

端末系伝送路
（電気信号・
光信号）

専用加入者線装置モジュール

～専用線ノード装置伝送路

専用線ノード装置

～相互接続点伝送路

専用加入者線装置

モジュール

専用線ノード装置

～専用線ノード装置伝送路

設備区分の構成（イメージ図）②

主配線盤（電気信号・
光信号）

主配線盤～専用加入者線装
置モジュール伝送路

(３) データ伝送網

相互接続点

ＰＯＩ 中継系交換設備（主としてデータ伝
送役務の提供に用いられるもの）

端末系交換設備（主としてデータ
伝送役務の提供に用いられるもの）

端末系交換設備

～中継系交換設備伝送路

主配線盤（電気信号・光信号）

端末系伝送路（電気信号・光信号）
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端
末
系
伝
送
路
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

指
定
外
県
内
伝
送
路

端
末
系
伝
送
路
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務
の
提

供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務
の

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

（斜
回
線
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務
の
提

供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務
の

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路
（分
離

型
関
門
交
換
機
）

信
号
網
設
備

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

主
配
線
盤
〜
専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
伝

送
路

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
〜
専
用
線
ノ
ー
ド

装
置
伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
伝
送
路

網
改
造
料

県
間
伝
送
路

端
末
設
備

機
械
設
備

付
加
機
能
使
用
料
、
雑
収
入
等
控
除
項
目

サ
ー
ビ
ス
活
動

第一種指定設備管理部門 第一種指定設備利用部門

端
末
系
伝
送
路
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

通
信
設
備

端
末
系
伝
送
路
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
（音
声
）

端
末
系
交
換
設
備
（デ
ー
タ
）

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路
（音
声
）

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路
（デ
ー
タ
）

中
継
系
交
換
設
備
（音
声
）

中
継
系
交
換
設
備
（デ
ー
タ
）

－

信
号
網
設
備

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
〜
専
用
線
ノ
ー
ド

装
置
伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
伝
送
路

網
改
造
料

ス
プ
リ
ッ
タ
（DSL

）

左
記
以
外

端
末
設
備
お
よ
び
付
加
機
能
使
用
料
、

雑
収
入
等
控
除
項
目

サ
ー
ビ
ス
活
動

回
線
管
理
運
営

左
記
以
外

加
入
者
交
換
機
接
続
用
伝
送
装
置
利
用
機
能(DS

M-

）

加
入
者
交
換
機
接
続
用
伝
送
装
置
利
用
機
能(TC

M

）

左
記
以
外

番
号
案
内
設
備

手
動
交
換
設
備

Ⅰ
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル
折
返
し
機
能

デ
ィ
ジ
タ
ル
公
衆
電
話
設
備

回
線
管
理
運
営

1

端
末
系
伝
送
路
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

指
定
外
県
内
伝
送
路

端
末
系
伝
送
路
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務
の
提

供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務
の

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

（斜
回
線
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務
の
提

供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務
の

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路
（分
離

型
関
門
交
換
機
）

信
号
網
設
備

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

主
配
線
盤
〜
専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
伝

送
路

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
〜
専
用
線
ノ
ー
ド

装
置
伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
伝
送
路

網
改
造
料

県
間
伝
送
路

端
末
設
備

機
械
設
備

付
加
機
能
使
用
料
、
雑
収
入
等
控
除
項
目

サ
ー
ビ
ス
活
動

第一種指定設備管理部門 第一種指定設備利用部門

端
末
系
伝
送
路
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

通
信
設
備

端
末
系
伝
送
路
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
（音
声
）

端
末
系
交
換
設
備
（デ
ー
タ
）

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路
（音
声
）

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路
（デ
ー
タ
）

中
継
系
交
換
設
備
（音
声
）

中
継
系
交
換
設
備
（デ
ー
タ
）

－

信
号
網
設
備

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
〜
専
用
線
ノ
ー
ド

装
置
伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
伝
送
路

網
改
造
料

ス
プ
リ
ッ
タ
（DSL

）

左
記
以
外

端
末
設
備
お
よ
び
付
加
機
能
使
用
料
、

雑
収
入
等
控
除
項
目

サ
ー
ビ
ス
活
動

回
線
管
理
運
営

左
記
以
外

加
入
者
交
換
機
接
続
用
伝
送
装
置
利
用
機
能(DS

M-

）

加
入
者
交
換
機
接
続
用
伝
送
装
置
利
用
機
能(TC

M

）

左
記
以
外

番
号
案
内
設
備

手
動
交
換
設
備

Ⅰ
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル
折
返
し
機
能

デ
ィ
ジ
タ
ル
公
衆
電
話
設
備

回
線
管
理
運
営

1

接続会計の設備区分と網使用料算定根拠の設備区分

接
続
会
計

網
使
用
料
算
定
根
拠

：接続会計導入時から細分化 ：接続会計導入時から統合 ：接続会計導入後に追加・細分化 ：接続会計導入後に廃止
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専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
〜
専
用
線

ノ
ー
ド
装
置
伝
送
路

主
配
線
盤
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

網
改
造
料

公
衆
電
話
設
備

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

中
継
系
交
換
設
備
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

（
分
離
型
関
門
交
換
機
）

中
継
系
交
換
設
備
（
主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
（
主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

（
斜
回
線
）

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

主
配
線
盤
〜
専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

信
号
網
設
備

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備
〜

端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
（
主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
（
主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

主
配
線
盤
（
光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（
電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

端
末
系
伝
送
路
（
光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

端
末
系
伝
送
路
（
電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も

の
）

ﾃﾞｰﾀ伝送専用音声主に の提供に用いられる設備

サ
ー
ビ
ス
活
動

付
加
機
能
使
用
料
、
雑
収
入
等
控
除
項
目

機
械
設
備

端
末
設
備

県
間
伝
送
路

指
定
外
県
内
伝
送
路

中
継
系
交
換
設
備

端
末
系
伝
送
路

第一種指定設備利用部門

サ
ー
ビ
ス
活
動

付
加
機
能
使
用
料
、
雑
収
入
等
控
除
項
目

機
械
設
備

端
末
設
備

県
間
伝
送
路

指
定
外
県
内
伝
送
路

第一種指定設備管理部門

主
配
線
盤

接続会計の設備区分の変遷

主
配
線
盤
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

（
斜
回
線
）

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備
〜

端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

網
改
造
料

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

伝
送
路

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
〜
専
用
線

ノ
ー
ド
装
置
伝
送
路

主
配
線
盤
〜
専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

信
号
網
設
備

中
継
系
交
換
設
備
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

（
分
離
型
関
門
交
換
機
）

端
末
系
交
換
設
備

９７年度時点(制度創設時）：27区分

０２年度～現在：31区分 灰色：（何）に該当する設備区分
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97年度（11機能） 00年度（18機能） 01年度（26機能） 04年度（32機能） 05年度～（33機能)
対象機能 通称

端末回線伝送機能 帯域透過端末回線伝送機能 帯域透過端末回線伝送機能 帯域透過端末回線伝送機能 帯域透過端末回線伝送機能 ドライカッパ

帯域分割端末回線伝送機能 帯域分割端末回線伝送機能 帯域分割端末回線伝送機能 帯域分割端末回線伝送機能 ﾗｲﾝシェアリング

基地局設備用端末回線伝送機能 基地局設備用端末回線伝送機能 基地局設備用端末回線伝送機能 基地局設備用端末回線伝送機能 ＰＨＳ基地局回線

 光信号端末回線伝送機能 光信号端末回線伝送機能 光信号端末回線伝送機能 加入者ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ

　 総合ﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信端末回線伝送機能 総合ﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信端末回線伝送機能 総合ﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信端末回線伝送機能 ＩＮＳ1500のｷｬﾘｱｽﾞﾚｰﾄ

その他端末回線伝送機能 その他端末回線伝送機能 その他端末回線伝送機能 その他端末回線伝送機能 ﾒｶﾞﾃﾞｰﾀﾈｯﾂ等

端末系交換機能 加入者交換機能 加入者交換機能 加入者交換機能 加入者交換機能 ＧＣ交換機

　 信号制御交換機能 信号制御交換機能 信号制御交換機能 加入者交換機機能ﾒﾆｭｰ

優先接続機能 優先接続機能 優先接続機能 優先接続機能 マイライン

　 　 　 番号ポータビリティ機能 番号ポータビリティ

　 　 加入者交換機専用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 加入者交換機専用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 GC-POI間ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ

　 　 加入者交換機共用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 加入者交換機共用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 GC-IC間ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ

折返し通信路設定機能 折返し通信路設定機能 折返し通信路設定機能 折返し通信路設定機能 ISM

　 光信号電気信号変換機能 光信号電気信号変換機能 光信号電気信号変換機能 ﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾊﾞｰﾀ

　 光信号分離機能 光信号分離機能 光信号分離機能 ｽﾌﾟﾘｯﾀ

　 　 加入者交換機接続伝送専用機能 加入者交換機接続伝送専用機能 GC-POI間回線

市内伝送機能 市内伝送機能 市内伝送機能 市内伝送機能 市内伝送機能 GC-GC間回線

中継系交換機能 中継系交換機能 中継系交換機能 中継交換機能 中継交換機能 IC交換機

中継交換機専用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 中継交換機専用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 IC-POI間ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ

中継交換機共用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 中継交換機共用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 IC-IC間ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ

中継系伝送機能 中継伝送共用機能 中継伝送共用機能 中継伝送共用機能 中継伝送共用機能 GC-IC間共用回線

中継伝送専用機能 中継伝送専用機能 中継伝送専用機能 中継伝送専用機能 GC-IC間専用回線

　 　 中継交換機接続伝送専用機能 中継交換機接続伝送専用機能 IC-POI間回線

光信号中継伝送機能 光信号中継伝送機能 光信号中継伝送機能 局内光ﾌｧｲﾊﾞ＋中継ﾀﾞｰｸ

交換伝送機能   ルーティング伝送機能 ルーティング伝送機能 ルーティング伝送機能 地域IP網

通信路設定伝送機能 通信路設定伝送機能 通信路設定伝送機能 通信路設定伝送機能 専用線

信号伝送機能 信号伝送機能 信号伝送機能 信号伝送機能 信号伝送機能 共通線信号網

呼関連データベース機能 呼関連データベース機能 呼関連データベース機能 呼関連データベース機能 呼関連データベース機能 呼関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

番号案内機能 番号案内機能 番号案内機能 番号案内機能 番号案内機能 番号案内ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ・装置

手動交換機能 手動交換機能 手動交換機能 手動交換機能 手動交換機能 104

公衆電話機能 公衆電話機能 公衆電話機能 公衆電話機能 公衆電話機能 公衆電話機

端末間伝送等機能 端末間伝送等機能 端末間伝送等機能 端末間伝送等機能 ｷｬﾘｱｽﾞﾚｰﾄ

　 クロック提供機能 クロック提供機能 クロック提供機能 クロック提供装置

対象機能 対象機能

中継
伝送機能

中継
伝送機能

対象機能 対象機能

端末系
交換機能

端末回線
伝送機能

端末回線
伝送機能

端末系
交換機能

端末回線
伝送機能

端末系
交換機能

中継系
交換機能

中継
伝送機能

中継系
交換機能

中継
伝送機能

端末回線
伝送機能

端末系
交換機能

接続料の機能区分の変遷

※接続料の算定方式 ：実績原価方式、 ：将来原価方式 ：長期増分費用（LRIC)方式 ：キャリアズレート

※ は、追加された機能○○機能

制度創設時 現在

（０１年4･12月､０２年2月の3回に分けて追加）

その他端末回線伝送機能 その他端末回線伝送機能 その他端末回線伝送機能 OLT等その他端末回線伝送機能
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端
末
系
伝
送
路
（

電
気
信
号

の
伝
送
に
係
る
も
の
）

端
末
系
伝
送
路
（

光
信
号
の

伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（

電
気
信
号
の
伝

送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（

光
信
号
の
伝
送

に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
〜

端
末
系
交
換
設

備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
（

主
と
し

て
音
声
伝
送
役
務
の
提
供
に

用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
（

主
と
し

て
デ
ー

タ
伝
送
役
務
の
提
供

に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備
〜

端

末
系
交
換
設
備
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

端
末
系
交
換
設
備
〜

中
継
系

交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
〜

中
継
系

交
換
設
備
伝
送
路
（

斜
回

線
）

中
継
系
交
換
設
備
（

主
と
し

て
音
声
伝
送
役
務
の
提
供
に

用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
（

主
と
し

て
デ
ー

タ
伝
送
役
務
の
提
供

に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
〜

相
互
接

続
点
伝
送
路
（

分
離
型
関
門

交
換
機
）

信
号
網
設
備

呼
関
連
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

番
号
案
内
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ

ジ
ュ
ー

ル

専
用
加
入
者
線
装
置
モ

ジ
ュ
ー

ル

専
用
線
ノ
ー

ド
装
置

主
配
線
盤
〜

専
用
加
入
者
線

装
置
モ
ジ
ュ
ー

ル
伝
送
路

専
用
加
入
者
線
装
置
モ

ジ
ュ
ー

ル
〜

専
用
線
ノ
ー

ド

装
置
伝
送
路

専
用
線
ノ
ー

ド
装
置
〜

相
互

接
続
点
伝
送
路

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー

ド
装
置
〜

専
用

線
ノ
ー

ド
装
置
伝
送
路

網
改
造
料

帯域透過端末回線伝送機能 ○ ○ 2
帯域分割端末回線伝送機能 ○ ○ 2
基地局設備用端末回線伝送機能 ○ ○ 2
光信号端末回線伝送機能 ○ ○ 2
総合デジタル通信端末回線伝送機能 ○ ○ ○ 3
その他端末回線伝送機能 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6
加入者交換機能 ○ ○ ○ 3
信号制御交換機能 ○ 1
優先接続機能 ○ 1
番号ﾎﾟｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ機能 ○ 1
加入者交換機専用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 ○ 1
加入者交換機共用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 ○ 1

○ ○ ○ ○ 4
○ 1
○ 1

○ 1
○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

中継交換機能 ○ ○ 2
中継交換機専用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 ○ ○ 2
中継交換機共用ﾄﾗﾝｸﾎﾟｰﾄ機能 ○ ○ 2
中継伝送共用機能 ○ ○ ○ ○ 4
中継伝送専用機能 ○ ○ ○ 3
中継交換機接続伝送専用機能 ○ ○ ○ ○ 4
光信号中継伝送機能 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12

○ ○ ○ 3
○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

○ 1
○ 1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9
○ ○ ○ 3

○ 1
○ ○ ○ ○ ○ 5

○ 1
5 3 4 3 3 7 3 5 5 6 6 5 6 1 0 2 1 3 0 2 4 2 5 4 3 2 3 4

ｸﾛｯｸ提供機能

中継系交換機能

番号案内機能

手動交換機能

公衆電話機能

端末間伝送等機能

中継伝送機能

通信路設定伝送機能

信号伝送機能

呼関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ機能

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ伝送機能

光信号分離機能

加入者交換機接続伝送専用機能

市内伝送機能

端末回線伝送機能

端末系交換機能

折返し通信路設定機能

光信号電気信号変換機能

※接続料の算定方式 ：実績原価方式、 ：将来原価方式 ：長期増分費用（LRIC)方式 ：キャリアズレート

その他端末回線伝送機能

接続料の機能区分と接続会計の設備区分との対応関係 資料17



・届け出ている小売料金から営業費相当分を
控除したものが接続料

・前年度の実績需要・費用に基づき算定
・当年度の実績値が出た段階で、それにより算
定した場合との乖離分の1/2を事後精算

※１

・新規かつ相当の需要増加が見込まれる
サービスに係る設備に適用
・原則５年以内の予測需要・費用に基づき
算定

・仮想的に構築された効率的なネットワークの
コストに基づき算定
・前年度下期＋当年度上期の通信量を使用
・ボトムアップのＬＲＩＣモデルを使用

算定概要

・ＩＳＤＮ加入者回線（ＩＮＳ１５００）
・専用線

小売マイナス方式

（キャリアズレート）

・加入者回線（銅線）
・中継光ファイバ回線
・専用線
・番号案内
・公衆電話

実績原価方式

将来原価方式
・加入者回線（光ファイバ）※２
・ＩＰ関連装置（GE-PON等）

実際
費用
方式

・電話網
（加入者交換機、中継交換機、加入者交換機
－中継交換機回線、信号網等）

・ＰＨＳ基地局回線

長期増分費用方式

（ＬＲＩＣ）

主な対象機能算定方式

接続料の算定方式

※１ 実績原価方式については、08年度接続料算定から事後精算制度が廃止され、事前に接続料が確定する方式
（直近の実績に基づき接続料を算定）が導入される。

※２ 加入者系光ファイバの現行接続料は、01～07年(7年間)の原価・需要の予測値に基づき算定。

資料18



次世代ネットワークの機能分離とインターフェース

固定電話 パソコン 情報家電 ＰＣ 携帯電話

ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｙ．２０１１ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｙ．２０１１ ＮＧＮモデルＮＧＮモデル

資料19

ＵＮＩ （ユーザ・網インターフェース）

アプリケーション機能

ネットワーク基盤
（転送機能）

セッション
制御

認証・
セキュリティ

課金管理
セッション
制御

認証・
セキュリティ

課金管理

プラットフォーム／
サービス基盤

（サービス付与機能）

Edge node

Core node

Optical
accessxDSL Other

accesses
Wireless
LAN

Edge node

Core node

Optical
accessxDSL Other

accesses
Wireless
LAN

コア網

アクセス網

ＳＮＩ （アプリケーションサーバ・網インターフェース）

Ｎ
Ｎ
Ｉ
（
網
間
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
）

他の
次世代ネットワーク

ISP

固定電話網など

テレビ
電話

コンテンツ
配信

・・・・・

アプリケーション・サーバー等



○ 料金その他の提供条件については、原則、非規制。

基礎的電気通信役務

国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における適切、公平かつ安定的な提供が確保されるべき電気通信役務。

対象：加入電話（加入者回線アクセス、離島特例通話、緊急通報）
公衆電話（第一種公衆電話の市内通話、離島特例通話、緊急通報）

指定電気通信役務

ボトルネック設備を設置する電気通信事業者が、それらの設備を用いて提供するサービスであって、他の電気通信事業者に
よる代替的なサービスが十分に提供されない電気通信役務。

例：ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ・公衆電話・専用線・Ｂフレッツ・フレッツＩＳＤＮ等

契約約款を作成し、総務大臣に届出。契約約款を作成し、総務大臣に届出。

保障保障契約約款を作成し、総務大臣に届出。契約約款を作成し、総務大臣に届出。

特定電気通信役務

指定電気通信役務であって、利用者の利益に及ぼす影響が大きい電気通信役務。

例：ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ・公衆電話・専用線

プライスキャップ規制の対象。プライスキャップ規制の対象。

電気通信役務の料金その他の提供条件については、契約約款の作成や総務大臣への事前届出が原則不要。
例：県間通話、携帯電話、ADSL、国際電話等

ただし、極めて公共性の高い分野や、市場支配力を有する事業者が存在する分野においては、
市場メカニズムを補完する等の政策的観点から、行政による一定の規制が必要

■料金の適正性を担保するため、例えば、

は、次のような命令を課すことができる。

料金規制の基本的枠組み

約款化された料金：契約約款変更命令等

デタリフ化された料金：業務改善命令

他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社会的経
済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害しているとき

資料20



８５年度～

※自動車電話は００年に削除

役務別損益明細表における役務区分の主な改訂（電電公社民営化後）

合計

基礎的電気通信役務以外の電気通信役務

基礎的電気通信役務

小計

合計

指定電気通信役務以外の電気通信役務

小計

特定電気通信役務以外の指定電気通信役務

小計

その他

小計

市外専用

市内専用

小計

市外専用

市内専用

高速デジタル伝送

一般専用専
用
役
務

その他

公衆電話

市外通信

市内通信

基本料音
声
伝
送
役
務

特
定
電
気
通
信
役
務

指
定
電
気
通
信
役
務

合計

移動電気通信役務以外の電気通信役務

小計

小計

その他の移動体通信

PHS

携帯電話

データ伝送役務

音
声
伝
送
役
務

移
動
電
気
通
信
役
務

計

その他

無線呼出し

デジタルデータ伝送

データ通信

専用

電報

電信

電話

役務別損益明細表

計

その他

無線呼出し

ディジタルデータ伝送

データ通信

専用

電報

電信

電話

役務別損益明細表

電話役務損益明細表

計

その他

その他の移動体電話

自動車電話

公衆電話

その他

市外通話

市内通話

基本料

加入電話

電話役務損益明細表

計

その他

その他の移動体電話

自動車電話

公衆電話

その他

市外通話

市内通話

基本料

加入電話

専用役務損益明細表

計

その他

市外専用

市内専用

高速デジタル伝送

市外専用

市内専用

一般専用

計

電報

専用

データ伝送

音声伝送

役務別損益明細表

計

その他

その他の移動体通信

PHS

携帯・自動車電話※

国際通信

公衆電話及びデジタル公衆電話

その他

市外通信

市内通信

基本料

加入電話及び総合デジタル通信

音声伝送役務損益明細表

計

その他

国際専用

市外専用

市内専用

高速デジタル伝送

市外専用

市内専用

一般専用

専用役務損益明細表

指定電気通信役務損益明細表 移動電気通信役務損益明細表

基礎的電気通信役務損益明細表

９６年度～

① ９５年４月、ＮＴＴより申請された高速ディジタル伝送サービスの料金改定の審査に伴い、専用役務に関する財政状態、経営成績を
明らかにする必要が生じ、継続的にこれを明らかにするため、専用役務損益明細表の提出を義務付け（９６年度～）。

② ９８年３月に電気通信事業法施行規則（電気通信役務の種類）が改正されたことに伴い、役務別損益明細表を簡素化。また、料金が
原則届出制になったことを受けて音声伝送役務損益明細表の項目を見直し（９９年度～）。

③ ０３年の電気通信事業法改正により、特定の役務を除き料金規制が原則廃止されたことに伴い、役務別損益明細表を全面的に見直し
（０４年度～）。

９９年度～ ０４年度～
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指定電気通信役務以外の電気通信役務

特定電気通信役務以外の
指定電気通信役務

その他

市外専用

市内専用

市外専用

市内専用

高速デジタル
伝送

一般専用
専
用
役
務

その他

公衆電話

市外通信

市内通信

基本料音
声
伝
送
役
務

特
定
電
気
通
信
役
務

指
定
電
気
通
信
役
務

指定電気通信役務損益明細表

加入電話（加入者回線）

公衆電話

番号案内

一般専用サービス

高速ディジタル伝送サービス

ATM専用
サービス

IPルーティング網
接続専用サービス

DSL等接続
専用サービス

オフトーク通信サービスBフレッツ（光ファイバ）

加入電話付加機能

無線専用サービス

Bフレッツ（FWA）、フレッツオンデマンド、フレッツオフィス、
Mフレッツ、フレッツコネクト、フレッツグループアクセス

ひかり電話

映像伝送サービス

スーパーワイドLANメガデータネッツ
映像データ通信網
サービス

信号監視通信サービス

指定電気通信役務損益明細表と各区分に対応するサービス
データ伝送役務専用役務音声伝送役務該当するサービス

固定発IP電話着信通信 固定発携帯電話着信通信

支店代行電話、内部通話用電話、有線放送電話接続電話、共同電話

フレッツISDN

ISDN（加入者回線）

フレッツADSL

加入電話（市内通信）

加入電話（県内市外通信）

ISDN（市内通信）

ISDN（県内市外通信）
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第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が当該第一種指定電気通信設備を用いて提供する電気通信役務であって、当該電気通信
役務に代わるべき電気通信役務が他の電気通信事業者によって十分に提供されないことその他の事情を勘案して（中略）適正な料金その他
の提供条件に基づく提供を保障することにより利用者の利益を保護するため特に必要があるものとして総務省令で定めるものをいう。

資料23指定電気通信役務の範囲の決定の手順

（１）NTT東西が指定設備を用いて提供する役務について、当該役務に代わるべき電気通信役務（以下「代替役務」）が他の事業者によって十分
に提供されているか分析。

① 個別の分析の対象となるNTT東西の役務の範囲（分析単位）を決定

（２）①当該役務の内容が利用者にとって重要なものかどうか、②当該役務の利用者の範囲等その他の事業を勘案して、指定役務として定める必要
性があるか判断。

○ NTT東西の市場シェアが50％を超える場合

反対の判断をする特段の事情がない限り、代替役務が十分に提供されないと推定する。

○ NTT東西の市場シェアが10％以下の場合

反対の判断をする特段の事情がない限り、代替役務が十分に提供されていると推定する。

○ NTT東西の市場シェアが50％以下10％超の場合

市場シェアの推移、当該役務の料金の推移、参入事業者数、市場集中度といった補足的な材料を活用すること等により、更に詳細に
分析を行う。

（略）

（エ）端末設備の提供に係る電気通信役務
（オ）利用者の範囲及び期間を限定して試験的に提供する電気通信役務
（カ）当該電気通信役務の内容、利用者の範囲等からみて利用者の利益に及ぼす

影響が特に少ない電気通信役務

（ア）付加的な機能の提供に係る電気通信役務（利用者の利益に及ぼす影響が大きい
役務を除く。）

（イ）特定の業務の用に供する通信に用途が限定されている電気通信役務
（ウ）新規の契約の締結をしておらず、将来廃止することが見込まれる電気通信役務

指定電気通信役務（電気通信事業法第20条より抜粋）

出典：情報通信審議会 諮問資料

指定役務としない電気通信役務を以下のように類型化。

○ NTT東西が指定設備を用いて提供する役務のうち、当該分析の対象となる役務の範囲（分析範囲）を決定する。

○ 同一性が高く、代替的なNTT東西の役務を（NTT東西毎に）まとめて分析単位とする。

・同一性の高さの判断は、利用者が選択可能なサービス間にどのような利用価値の違いを見出しているのかという需要の代替性に基づき
行う。

・具体的には、その役務の内容、効用、料金、利用者層等から合理的に推測するとともに、事業者ヒアリング等を参考にする。

・NTT東西が定めている契約約款及び契約約款で定められている品目も参考にする。

② 分析単位毎に、それと代替的な他の事業者の役務の範囲を決定

③ 分析単位毎に、NTT東西の市場シェアを算出し、必要に応じ他の補足的な材料を活用しつつ、代替役務が十分に提供されているかどうか判断



インターネット接続領域インターネット接続領域インターネット接続領域 法人向けネットワークサービス領域法人向けネットワークサービス領域法人向けネットワークサービス領域

固定電話領域固定電話領域固定電話領域 移動体通信領域移動体通信領域移動体通信領域

画定市場 部分市場 《地理的市場》

ＩＳＰ ≪全国≫

ナローバンド
《全国》 ブロードバンド 《１０地域》

戸建
住宅

集合
住宅

Ｆ
Ｗ
Ａ

専用サービス 新型ＷＡＮサービス

IP-VPN

広域イーサネット

NTT東西のメガデータネッツ等

インターネットVPN

フ
レ
ー
ム
リ
レ
ー

・
セ
ル
リ
レ
ー

パ
ケ
ッ
ト
通
信

音
声
通
話

携帯電話
《２地域》

ＰＨＳ
《全国》

２G ３G

・
《２地域》

凡例：

加

入

国際

県外

県内
市外

市内

通

話

ＮＴＴ加入電話
ＣＡＴＶ
電話

０ＡＢＪ
ＩＰ

直収
電話

固定電話市場の範囲＝ ＮＴＴ加入電話＋直収電話＋ＣＡＴＶ電話＋０ＡＢＪ ＩＰ電話

《東日本／西日本 １０地域》

公
衆
電
話

公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ

電気通信事業分野における市場画定２００６

DU
《全国》

ISDN
《全国》

ADSL
《東西》

CATV
《全国》

FTTH
《１０地域》

中継電話
《東日本／西日本》

０５０－ＩＰ 《全国》

ソフトフォン
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プライスキャップ規制の概要

１ プライスキャップ規制の制度趣旨
・第一種指定電気通信設備を用いて提供され、競争が十分に進展しておらず、かつ、利用者の利益に及ぼす影響が

大きいサービスに対して料金水準の上限を設けることにより、事業者の経営効率化を促すとともに料金の低廉化
の実現を目的として導入(００年１０月適用開始)。

２ プライスキャップ規制対象サービスの料金設定
・サービス区分（バスケット）内の料金を指数化し、一定の期間中の当該指数の上限を基準料金指数として規定。

・ＮＴＴ東西は、バスケット毎に、基準料金指数を下回るものであれば個々の料金は届出で設定が可能。

・基準料金指数を超える料金の設定については、総務大臣の認可が必要。

３ プライスキャップ規制の対象サービス
・ＮＴＴ東西が提供する固定電話サービス及び専用サービス

【プライスキャップのバスケットと主な対象サービス】

・一般専用サービス、高速デジタル伝送サービス利用料

・加入電話・ＩＳＤＮ（基本料、施設設置負担金）

専用バスケット

加入者回線サブバスケット

・加入電話・ＩＳＤＮ（市内、市外通話料）・公衆電話（通話料）音声伝送バスケット

主な具体的料金サービス区分（バスケット）

４ 基準料金指数の設定方法
・基準料金指数は、前適用期間の基準料金指数に生産性向上見込率を加味し、以下の式から求められる。

→基準料金指数の設定に用いる生産性向上見込率は、3年ごとに設定。
０６年１０月～０９年９月については、生産性向上見込率は消費者物価指数変動率と同値に設定（専用バスケットを除く）。

基準料金指数＝前適用期間の基準料金指数×（１＋消費者物価指数変動率－生産性向上見込率＋外生的要因）
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特定電気通信役務に係る役務区分とプライスキャップ規制

専用バスケット

音声バスケット

加入者回線
サブバスケット

特定役務に係る役務区分
プライスキャップ規制
の料金バスケット
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特定電気通信役務以外の
指定電気通信役務

その他

市外専用

市内専用
高速デジタル
伝送

市外専用

市内専用

一般専用

専
用
役
務

その他

公衆電話

市外通信

市内通信

基本料
音
声
伝
送
役
務

特
定
電
気
通
信
役
務

指
定
電
気
通
信
役
務

加入電話（加入者回線）

公衆電話

番号案内

一般専用サービス

高速ディジタル伝送サービス

ATM専用
サービス

IPルーティング網
接続専用サービス

DSL等接続
専用サービス

オフトーク
通信サービス

Bフレッツ
（光ファイバ）

固定発IP電話着信通信 固定発携帯電話着信通信

フレッツ
ISDN

ISDN（加入者回線）

加入電話（市内通信）

加入電話（県内市外通信）

ISDN（市内通信）

ISDN（県内市外通信）

該当するサービス



多様化する料金体系

■通信量によらない料金体系（従量制⇒定額制）

●９９年 ＮＴＴ東西 ＩＳＤＮで定額制プラン開始（試験サービス）（8,000円/月(+ＩＳＰ料金））
●０１年 ソフトバンク ＡＤＳＬで定額制プラン開始（2,830円/月）
●０１年 有線ブロードネットワークス ＦＴＴＨで定額制プラン開始（5,800円/月）
●０３年 ａｕ 携帯電話でパケット定額制プラン開始（4,200円/月（+基本料））
●０５年 ウィルコム ＰＨＳで定額制プラン開始（2,900円/月 【ウィルコム間通話】及び電子メール）

■通信量によらない料金体系（従量制⇒定額制）■通信量によらない料金体系（従量制⇒定額制）

●９９年 ＮＴＴ東西 ＩＳＤＮで定額制プラン開始（試験サービス）（8,000円/月(+ＩＳＰ料金））
●０１年 ソフトバンク ＡＤＳＬで定額制プラン開始（2,830円/月）
●０１年 有線ブロードネットワークス ＦＴＴＨで定額制プラン開始（5,800円/月）
●０３年 ａｕ 携帯電話でパケット定額制プラン開始（4,200円/月（+基本料））
●０５年 ウィルコム ＰＨＳで定額制プラン開始（2,900円/月 【ウィルコム間通話】及び電子メール）

■距離によらない料金体系（距離区分⇒全国一律）

●０１年 ＦＵＳＩＯＮ 中継電話で全国一律料金プラン開始（全国一律20円/３分）
●０３年 ソフトバンク ０５０ＩＰ電話で全国一律料金、加入者間無料プラン開始（全国一律7.99円/３分 加入者間無料）
●０３年 平成電電 ドライカッパを利用した新型直収電話で全国一律プラン開始

（全国一律6.8円/３分 別途300円/月で加入者間無料）
●０５年 ＮＴＴ東西 加入電話で県内一律料金プラン開始（県内7.5円/３分+100円/月（プラン２））
●０５年 ＫＤＤＩ ドライカッパ直収電話で県内、県間一律料金プラン開始（県内8.4円/３分 県間15.75円/３分）

■距離によらない料金体系（距離区分⇒全国一律）■距離によらない料金体系（距離区分⇒全国一律）

●０１年 ＦＵＳＩＯＮ 中継電話で全国一律料金プラン開始（全国一律20円/３分）
●０３年 ソフトバンク ０５０ＩＰ電話で全国一律料金、加入者間無料プラン開始（全国一律7.99円/３分 加入者間無料）
●０３年 平成電電 ドライカッパを利用した新型直収電話で全国一律プラン開始

（全国一律6.8円/３分 別途300円/月で加入者間無料）
●０５年 ＮＴＴ東西 加入電話で県内一律料金プラン開始（県内7.5円/３分+100円/月（プラン２））
●０５年 ＫＤＤＩ ドライカッパ直収電話で県内、県間一律料金プラン開始（県内8.4円/３分 県間15.75円/３分）

■サービス区分によらない料金体系（役務別料金⇒セット料金）

次頁参照。

■サービス区分によらない料金体系（役務別料金⇒セット料金）■サービス区分によらない料金体系（役務別料金⇒セット料金）

次頁参照。

■消費者から料金を徴収しない料金体系（広告モデル）

●０５年 ＵＳＥＮ 広告モデルにより、消費者からは料金を徴収しない動画配信サービス ＧＹＡＯを開始
●０５年 ソフトバンク、ヤフー、広告モデルによる無料動画配信サービス ＴＶｂａｎｋを開始

■■消費者から料金を徴収しない消費者から料金を徴収しない料金体系（料金体系（広告モデル広告モデル））

●０５年 ＵＳＥＮ 広告モデルにより、消費者からは料金を徴収しない動画配信サービス ＧＹＡＯを開始
●０５年 ソフトバンク、ヤフー、広告モデルによる無料動画配信サービス ＴＶｂａｎｋを開始
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８，３５０円（戸建て）

６，７３０円（マンション）

（セット割引）

CATV多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（62Ch、地上・BS・CS
番組）、VOD（約3,500本）

※ケイ・キャット提供
「eo光テレビバリューパック」

最大１００Mbps

※ ケイ・オプティコム提供

eo光でんわ間無料

近畿2府4県内 7.77円（3分）

※ ケイ・オプティコム提供

eo光ネット＋eo光でんわ

＋eo光テレビ

※ ケイ・オプティコム

１０，３７４円（一戸建）

７，９５８円（マンション）

（諸機器料等込み）

多チャンネル放送（42ch以上）

VOD（6000本以上）

※ オンラインティーヴィ（4thMEDIA）提供

「Plala.TV on 4th MEDIA レギュラー」

最大100Mbps

※ ぷららネットワークス提供

ぷららフォンforフレッツ間無料

国内8.4円（３分間）

※ ぷららネットワークス提供

ぷらら光withフレッツ

ぷらら光トリプルパック

※ ぷららネットワークス

９，８６０円

（パック料金）

CATV多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（81Ch、地上・BS・CS
番組）、VOD（約3,500本）

※ ジェイコム東京提供

最大30Mbps

※ ジェイコム東京提供

市内8.3円（3分）

J:COM Phone間5.3円（3分）

※ ジェイコム東京提供

J:COM PHONE

＋J:COM NETプレミア

＋J:COM TV アナログ

※ ジェイコム東京

最大100Mbps

※ ソフトバンクBB提供

最大１00Mｂｐｓ

※ ＫＤＤＩ（DION）提供

インターネット

接続サービス

BBフォン、BBフォン光間無料

国内7.99円（3分）

※ ソフトバンクBB提供

国内8.4円（3分）

※ ＫＤＤＩ提供

電話サービス

９，６６０円（一戸建）

７，３５０円（マンション）

多ﾁｬﾝﾈﾙ放送（30Ch、ＣＳ番組）

VOD（約5,000本）、通信カラオケ

※ ＫＤＤＩ提供「MOVIE SPLASH」

ＫＤＤI ひかりone

電話サービス＋ネットサービス
＋TVサービス

※ ＫＤＤＩ（DION)

８，９６６円（一戸建）

４，７６６円（集合住宅）

（集合住宅は1,155円割引）

VOD（約5,000本）

※ ビー・ビー・ケーブル提供

BBフォン光＋

Yahoo BB光 TV package

※ ソフトバンクBB

３サービス込みの

基本料金 ※1
映像配信サービスサービス名等

※1 テレビ放送にベーシック多チャンネル放送プランを選んだ場合の料金を基本としているが、各サービス内容が異なるため、一概に金額の比較はできない。

※各社HP等より総務省作成

サービス区分によらない料金体系（バンドル型料金）の例 資料28



バンドル型料金に対する料金規制

Ⅱ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為

第３ 電気通信役務の提供に関連する分野

３ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為

(1) 電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為

イ 電気通信事業法上問題となる行為

(ｱ) 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務を提供する電気通信事業者が設定する基礎的電気通信役務
又は指定電気通信役務に係る以下のような契約約款については、電気通信事業法に基づく契約約款変更
命令が発動される（同法第19条第2 項及び第20条第3項）。
ｆ 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社会的経済的事情に照ら
して著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害するものであるとき

⑪ 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務とあわせてこれらの役務以外の電気通信役務又は
電気通信役務以外の役務を提供する際に、当該電気通信役務の料金と当該これらの役務以外の
電気通信役務又は電気通信役務以外の役務の料金とを区分せずに設定すること。

(ｳ) 電気通信事業者が設定する以下のような料金その他の提供条件については業務改善命令が発動される。
（電気通信事業法第２9条第１項第2号から第7号まで）
ｆ 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社会的経済的事情に照ら
して著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害するものであるとき

⑩ 電気通信役務とあわせて電気通信役務以外の役務を提供する際に、当該電気通信役務の料金
と当該電気通信役務以外の料金とを区分せずに設定することにより、他の電気通信事業者との
間における不当な競争を引き起こすこと。

■ 電気通信事業分野における競争の促進に関する指針（０６年5月、公正取引委員会・総務省）

（例）

（例）
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携帯電話と無線ＬＡＮのデュアル端末を開発し、法人ユーザ向けに携帯端末で利用できる企業内線システムを提供。

（社内では無線ＬＡＮを用いた内線電話、社外では携帯電話として利用可能）

我が国のＦＭＣサービスの現状

※FMC：Fixed Mobile Convergence 

端末の共用

ＦＭＣサービスの現状

① 請求書の一本化

固定電話と携帯電話の請求書が一体として送られてくるサービス

② ワンストップ申込み

１回の申込みで、固定電話と携帯電話に加入できるサービス

③ 端末の共用

１台の端末が、屋外では携帯電話（PHS)、屋内では固定電話の子機や社内での内線無線電話として利用できるサービス

④ 固定網・携帯網自動切り替え

１つの端末・電話番号で、屋外では携帯電話、屋内（自宅等）では固定電話としてシームレスに利用できるサービス。

ＦＭＣサービスの類型

同一端末

内線電話

無線LAN等

建物内建物内固
定
通
信
事
業
者
網
へ

携帯電話・PHS

屋 外屋 外

移
動
通
信
事
業
者
網
へ・同一端末を利用

・社内では内線電話、
社外では携帯電話
として利用

【イメージ図】
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 接続会計 電気通信事業会計（指定電気通信役務損益明細表） 

○第一種指定電気通信設備接続会計規則 ○電気通信事業会計規則 

【具体例①】器具備品の減価償却費、固定資産除却費、施設保全費 

  ・稼働人員数比 

【具体例②】通信設備使用料 

  ・該当する設備区分比 

 【具体例①】施設保全費 
  ・関連する固定資産価額（取得原価をいう。（略））比 

【具体例②】共通費 

  ・関連する固定資産価額比又は営業、運用及び施設保全部門の人件費比若

しくは支出額比 

○接続会計処理手順書【公表】 ○指定電気通信役務損益配賦方法書【非公表・総務省に提出】 

配賦基準 

【具体例①】施設保全費の「一般施設保全・市内線路」 

・加入者回線及び中継回線（同一単位料金区域内に限る。）を収容する線路

設備（海底線路を含む。）の保守に必要な費用であり、調査及び芯線数比に

より、主要設備の端末系伝送路（メタル）、端末系伝送路（光）、端末系伝送

路（共通）及び中継線路設備へ帰属する。 

（主要設備の端末系伝送路（メタル）等から設備区分への費用配賦は、主要

設備の区分ごとに配賦基準が規定されている。） 

【具体例②－１】通信設備使用料の「設備使用料・交換設備」 

・他の電気通信事業者が所有する交換設備の利用に対して支払う設備使用

料であり、活動支援の設備使用料（交換設備）へ帰属する。 

【具体例②－２】活動支援の「設備使用料（交換設備）」 

・取得固定資産価額比により主要設備の対応する活動区分へ帰属する。 

 【具体例①－１】施設保全費の「一般施設保全・市内機械・端末系交換設備」 
  ・取得固定資産価額比（市内機械） 

【具体例①－２】施設保全費の「一般施設保全・無線機械」 

  ・取得固定資産価額比（無線機械） 

【具体例②－１】共通費の「一般共通・建物」 

  ・取得固定資産価額比（建物） 

【具体例②－２】共通費の「一般共通・一般共通・事業企画」 

  ・支出額比（営業費～施設保全費） 

○接続会計処理手順書【公表】 配賦プロセス 

【具体例①】施設保全費の「一般施設保全・市内線路」 

・加入者回線及び中継回線（同一単位料金区域内に限る。）を収容する線路

設備（海底線路を含む。）の保守に必要な費用であり、調査及び芯線数比

により、主要設備の端末系伝送路（メタル）、端末系伝送路（光）、端末系伝

送路（共通）及び中継線路設備へ帰属する。 

（主要設備の端末系伝送路（メタル）等から設備区分への費用配賦は、主要

設備の区分ごとに配賦基準が規定されている。） 

【具体例②－①】通信設備使用料の「設備使用料・交換設備」 

・他の電気通信事業者が所有する交換設備の利用に対して支払う設備使用

料であり、活動支援の設備使用料（交換設備）へ帰属する。 

【具体例②－２】活動支援の「設備使用料（交換設備）」 

  ・取得固定資産価額比により主要設備の対応する活動区分へ帰属する。 

－ 

 

配賦基準及び配賦プロセスの開示等の状況

※基本料費用については、「加入電話及びＩＳＤＮ等の基本料費用の算
定について」において、費用の内容と費用の主な把握方法を公表。

・加入者線路設備（メタルケーブ
ル）に係る費用は、当該設備の
サービス別取得固定資産価額
比で配賦

・加入者線路設備（光ファイバ）に
係る費用は・・・

・市内中継線路設備に係る費用
は、・・・

加入者線路設備
（加入者ケーブル
等）及び市内中継
線路設備（市内中
継ケーブル等）の
保守に必要な費用

○一般施設保全

（市内線路）
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＜費用の活動への帰属＞
試験受付業務に必要な費用であり、支援設備の試験受付へ帰属する

＜支援設備の活動への帰属＞
受付件数比により話中調べ、端末機器設定業務及び故障受付に区分した後、直接または故障件数比により主要設備の対応する活動区分へ帰属する。

接続会計「配賦フロー」の作成イメージ（施設保全費・試験受付の例）

接続会計処理手順書の記載

配賦フロー （第５回研究会ＮＴＴ東西資料より作成）

配賦基準 配賦基準 配賦基準

話中調べ （直接帰属） **-** 端末系交換設備（音声）
端末機器設定業務 （直接帰属） **-** 端末設備

**-** 端末系伝送路（メタル）

**-** 端末系伝送路（光）

**-** 主配線盤（ＭＤＦ）

**-** 主配線盤（ＦＴＭ）

**-** 主配線盤～端末系交換設備伝送路・専用加入者線装置モジュール伝送路

**-** 端末系交換設備（音声）

**-** 端末系交換設備（データ）

**-** 遠隔加入者線多重伝送装置

**-** 群タンデム交換設備

**-** 伝送機械設備

**-** 無線機械設備

**-** 中継線路設備

**-** 市外線路設備

**-** 地中設備

**-** 通信衛星設備

**-** 中継系交換設備（音声）

**-** ＰＨＳ接続装置

**-** 総合デジタル網加入者モジュール

**-** 専用加入者線装置モジュール

**-** 専用線ノード装置

**-** 公衆電話設備

**-** 端末設備

**-** 機械設備

試験受付 受付件数比

故障受付 故障件数比

**-** 一般施設保
全・試験受付

(直接帰属） **-**

①項目毎にコード
を付与する

②具体的な活動区分の帰属

先が明確となっていない
ものについて、すべての
帰属先を明記する

③複数の配賦基準が併記
されているものについ
て、配賦基準と配賦先
の対応を明確にする

～～ ～～
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複数の頁を
参照する必要

配賦基準の
適用関係が不明

具体的な帰属先
が不明



接続会計における営業費用の配賦基準

○接続会計では、電気通信事業会計規則で整理された費用及び資産を、「活動」及び「活動支援」へ帰属させ、さら

に「活動支援」は各「活動」に帰属させ、最終的には「設備区分」へ帰属させる。

○上記活動・活動支援への費用の帰属及び活動支援から活動への費用等の帰属は、以下の配賦基準により実施。

・第一種指定電気通信設備接続会計規則において、配賦基準の原則を規定

・更に詳細については、NTT東西が事業の実態にあわせて具体的な配賦基準を作成（接続会計処理手順書）

１ 電気通信設備を収容する建物及び器具備品に係る費用並びに通信設備使用料
については、原則として次の基準により、第一種指定設備管理部門及び第一種指
定設備利用部門において物理的に管理可能な資産の区分、支援設備、全般管理
に帰属させる。

建物
減価償却費、固定資産除去費、施設保全費 第一段階 占有面積比

第二段階 設備の占有面積比
（設備収容関連）
稼働人員数比
（設備収容関連以外）

器具備品
減価償却費、固定資産除去費、施設保全費 稼働人員数比
通信設備使用料 該当する設備区分比
租税公課 正味固定資産額比

２ 試験研究費については、次の基準により第一種指定設備管理部門及び第一種指
定設備利用部門において物理的に管理可能な資産の区分に帰属させる。
インフラ系応用技術（通信用建物） 占有面積比
インフラ系応用技術（通信用電力） 仕様電力値比
インフラ系応用技術（電気通信設備） 設備区分の当年度

取得固定資産価額比
インフラ系基礎技術 設備の当年度取得固定

資産価額比

３ 第８条第２項に規定する基準は、原則として次のとおりとする。

支援設備
電力設備 仕様電力値比
試験受付 故障件数比
総合監視 監視対応件数比

全般管理
共通
資材（販売用のものを除く。）
保管、荷役、輸配送 当年度取得固定資産価額比
資材共通 当年度取得固定資産価額比
研修（サービス関連のものを除く。）
設備 関連部門の稼働人員数比
共通 稼働人員数比
医療（職員の健康管理に関するもの） 稼働人員数比
一般共通
経理（仕訳レコード数により設備関連のものを抽出） 支出額比
総務、厚生、人事等 支出額比

管理（サービス関連部門を除く。）
ネットワーク関連 取得固定資産価額比
一般管理（電気通信設備の管理運営に関連するもの） 支出額比

■第一種指定電気通信設備接続会計規則 別表第二 様式第5 設備区分別費用明細表（注）

■これまでの見直し
０３年に規則を改正し、設備区分の投資累計額（固定資産価額）比により配賦されていた試験研究費について、当
年度取得固定資産価額比により配賦する旨の見直しを実施（０３年度会計から適用）。
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接続会計

接続会計の基本的枠組み（全体）

固定資産取得価額
減価償却累計額
減価償却費
固定資産除却費

施設保全費 通信設備使用料
租税公課

主要設備

活動支援

支援設備
設備への帰
属の明確な
営 業 費
運 用 費

試験研究 全般管理 サービス
活 動

管 理 部 門 利 用 部 門

指
定
外
県
内
伝
送
路

県
間
伝
送
路

端
末
設
備

機
械
設
備

付
加
機
能
使
用
料
、
雑
収
入
等
控
除
項
目

サ
ー
ビ
ス
活
動

端
末
系
伝
送
路
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も

の
）

端
末
系
伝
送
路
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る

も
の
）

主
配
線
盤
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役

務
の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備
〜
端
末
系
交
換
設
備

伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送

路 端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送

路
（斜
回
線
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役

務
の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

（分
離
型
関
門
交
換
機
）

信
号
網
設
備

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

主
配
線
盤
〜
専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

伝
送
路

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
〜
専
用
線

ノ
ー
ド
装
置
伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

伝
送
路

網
改
造
料

①

②

③
④

電気通信
事業会計

試験研究費 運用費 営業費共通費管理費
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営業費用
及び資産
の把握

営業費用
及び資産
の把握

固定資産取得価額
減価償却累計額
減価償却費
固定資産除却費

施設保全費 営業費
通信設備使用料
租税公課

主要設備

活動支援帰属基準
により関連する
活動へ帰属

活動支援

活動への
分類

活動への
分類

例:建物⇒占有面積、
稼働人員数

電気通信ネットワークの重要
機能を果たしている設備

支援設備 設備への帰
属の明確な
営 業 費
運 用 費

試験研究 全般管理 サービス
活 動

主要設備をサポート

する設備又は業務

支店における総務等

の共通的業務及び本

社等管理部門の業務

ユ－ザへの

サ－ビス提

供に係る費

用

電気通信事業会計規則の定めに従って整理された費用及び資産を、接続会計において設定された活動及び活動
支援へ帰属させ、さらに活動支援は各活動へ帰属させる。

接続会計の基本的枠組み ①

試験
研究費

共通費 運用費管理費
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配賦基準関係 ①

○営業費の帰属

○ 運用費の帰属

○ 施設保全費の
帰属

○ 共通費・管理費
の帰属

○ 通信設備使用料
の帰属

○減価償却費､固定
資産除却費等の帰属

・申込の受理、料金の収納などに関連する費用は原則とし
て「サービス活動」へ帰属
・一部「設備への帰属の明確な営業費・運用費」に帰属

・販売サポート・一般営業
調査
・企画・一般営業
支出額比

電話等の通話の受付及び交換、電報の受付などに関連する費
用は、「設備への帰属の明確な営業費・運用費」及び「サー
ビス活動」へ帰属

・一般施設保全・市内線路
調査及び芯線長比により主要設備の
活動区分（端末系伝送路（メタル
等）へ帰属

電気通信設備の保全のために必要な費用は、
「活動支援」、「主要設備」及び「支援設備」へ帰属

・支店等における総務等の共通的作業に必要な費用は、「活
動支援」及び「全般管理」へ帰属（共通費）
・本社等管理部門において必要な費用は、「活動支援」及び
「全般管理」へ帰属（管理費）

・顧客サービス企画
調査により「全般管理」の設備企画
と営業企画へ帰属

他の電気通信事業者に対して設備使用の対価として支払う費
用は「活動支援」へ帰属

・網使用料・音声伝送、共通
調査により「活動支援」の網使用料
料(共通)と網使用料（その他）に帰属

○ 試験研究費の帰属 研究部門において必要な費用は、「試験研究」に帰属

○ 租税公課の帰属
固定資産税等の租税（一部除く。）及び道路占用料等の租税
公課は、「活動支援」へ帰属

有形固定資産関係は「主要設備」､「支援設備」及び「活動支
援」へ帰属し、無形固定資産関係は「主要設備」及び「活動支
援」へ帰属

・市内電話機械設備（共用設備）
取得固定資産価額比により主要設備の
対応する活動区分へ帰属

費用及び資産の帰属する活動又は活動支援 活動区分の配賦基準の例

■接続会計処理手順書（ＮＴＴ東西作成）

・電報運用は「サービス活動」に帰属
・それ以外の活動区分は、「設備への
帰属の明確な営業費・運用費」の番
号案内に帰属

・「試験研究」の活動区分に帰属

・「活動支援」の活動区分に帰属
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配賦基準関係 ①

○ 「活動支援」に帰属した費用及び資産は、「主要設備」「支援設備」「設備への帰属の明確な営業費・運用
費」「試験研究」「全般管理」「サービス活動」の各活動区分へ帰属させる。以下配賦基準の例。

○ 建物に係る減価償却費、固定資産除却費、施設保全費
・ 通信用、事務用建物関連については、占有面積比により「主要設備」と「支援設備」へ帰属させる。なお、
事務室分は稼働人員数比により各活動へ帰属させる。

・ 訓練用建物、医療用建物、資材用建物、厚生用建物関連については、「全般管理」へ帰属
・ 研究用建物関連については、稼働人員数比により「試験研究」へ帰属

○ 器具備品に係る減価償却費、固定資産除却費、施設保全費
・ 使用部門調査に基づき、「営業」、「運用」、「設備」、「共通」、「管理」及び「研究」に区分
・「営業｣｢運用」は直接又は稼働人員数比により「設備への帰属の明確な営業費・運用費」と「サービス活
動」へ帰属

・「設備」は稼働人員数比により「主要設備」と「支援設備」へ帰属
・「共通」「管理」は「全般管理」へ、「研究」は「試験研究」へ帰属

○ ソフトウェアに係る減価償却費、固定資産除却費、施設保全費
主に取得固定資産価額比により「主要設備」の対応する活動区分へ帰属

○ 通信設備使用料
交換設備、伝送路設備に関連する費用は、取得固定資産価額比により「主要設備」の対応する活動区分へ帰属
電力設備に関連する費用については「支援設備」の「電力設備」へ帰属

○ 租税公課
事業税については正味固定資産額比及び支出額比により対応する活動区分及び「サービス活動」へ帰属

■接続会計処理手順書（ＮＴＴ東西作成）
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主要設備 支援設備

設備への帰
属の明確な
営 業 費
運 用 費

試験研究 全般管理
サービス
活動

サービス
活動

活動ドライバーにより帰属

活 動
（活動支援を含む）

活 動
（活動支援を含む）

主要設備

端末系
伝送路 主配線盤

端末系
交換設備

・・・・・ 端末設備

支援設備

試験研究

全般管理

例．

電力 ⇒仕様電力値

試験受付⇒故障件数

総合監視⇒監視対応件数

例．

ｲﾝﾌﾗ系⇒当年度取得固
定資産価額比

ﾕｰｻﾞ系⇒利用部門直課

例．
医療(健康管理)⇒稼働人員数
経理⇒仕訳レコ－ド数、支出額
一般管理部門⇒支出額

例．

番号案内
⇒番号案内ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽへ直課

回線ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽ管理
⇒端末系伝送路へ直課

各
主
要
設
備
等
へ
帰
属

「支援設備」「試験研究」及び「全般管理」に整理した費用及び資産を、「主要設備」 「設備への帰属の明確な営業
費・運用費」及び「サービス活動」へ帰属させる。

設 備 へ の
帰 属 の 明
確 な
営 業 費
運 用 費

接続会計の基本的枠組み ② 資料38



○ 「支援設備」に整理した費用及び資産を「主要設備」の対応する活動区分へ帰属させる

〇総合監視：監視対応件数比 〇試験受付：受付件数比により話中調べ、端末機器設定及び故障受付に区分⇒直接又は故障件数比

〇設備企画：人員配置調査に基づき各設備担当に区分⇒直接又は支出額比 〇保全共通：直接又は支出額比、取得固定資産価額比

〇線路共通：電柱本数比 〇車両維持：稼働人員数比 〇架台設備：占有面積比、取得固定資産価額比 〇電力設備：仕様電力値比

〇相互接続：取得固定資産価額比

配賦基準関係 ②

○ 「試験研究」に整理した費用及び資産を「主要設備」及び「サービス活動」の各活動区分へ帰属させる

〇試験研究共通：支出額比により、以下の区分（「アクセス」～「純粋基礎技術」）へ帰属

〇通信用建物：占有面積比、取得固定資産価額比により「主要設備」の対応する活動区分へ帰属

〇アクセス、ノードシステム、リンクシステム、オペレーションシステム、線路土木、通信網構成、インフラ系基礎技術

：当年度取得固定資産価額比により「主要設備」の対応する活動区分へ帰属

○通信用電力装置：仕様電力比により「主要設備」の対応する活動区分へ帰属

〇ユーザ系、ユーザ系基礎技術、純粋基礎技術：「サービス活動」へ帰属

○宅内：主要設備の端末設備へ帰属

○ 「全般管理」に整理した費用及び資産を「主要設備」、「設備への帰属が明確な営業費・運用費」及び「サー
ビス活動の各活動区分へ帰属させる

（例）〇共通資材：当年度取得固定資産価額比又は支出額比により、「主要設備」、「設備への帰属が明確な営業費・運用費」及び
「サービス活動」へ帰属

〇総務、厚生、人事、事業企画：支出額比により、「主要設備」、「設備への帰属が明確な営業費・運用費」及び「サービス活動」へ帰属
〇健康管理：稼働人員数比により「主要設備」、「設備への帰属が明確な営業費・運用費」及び「サービス活動」へ帰属

■接続会計処理手順書（ＮＴＴ東西作成）

資料39



設備区分

管 理 部 門

主要設備

利 用 部 門

指
定
外
県
内
伝
送
路

回線数比・トラヒック比
等により各設備区分
へ帰属

「主要設備」に整理した費用及び資産を接続会計規則に定める「設備区分」へ帰属する。

県
間
伝
送
路

端
末
設
備

機
械
設
備

付
加
機
能
使
用
料
、
雑
収
入
等
控
除
項
目

サ
ー
ビ
ス
活
動

端
末
系
伝
送
路
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も

の
）

端
末
系
伝
送
路
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る

も
の
）

主
配
線
盤
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役

務
の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備
〜
端
末
系
交
換
設
備

伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送

路 端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送

路
（斜
回
線
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役

務
の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

（分
離
型
関
門
交
換
機
）

信
号
網
設
備

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

主
配
線
盤
〜
専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

伝
送
路

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
〜
専
用
線

ノ
ー
ド
装
置
伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

伝
送
路

網
改
造
料

端
末
系
交
換
設
備
（
デ
―
タ
）

主
配
線
盤
（
Ｍ
Ｄ
Ｆ
）

端
末
設
備

番
号
案
内
設
備
（
案
内
台
）

番
号
案
内
設
備
（
Ａ
Ｎ
Ｇ
Ｅ
Ｌ
セ
ン
タ
）

通
信
衛
星
設
備

伝
送
機
械
設
備

専
用
線
ノ
―
ド
装
置

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
―
ル

機
械
設
備

番
号
案
内
設
備
（
交
換
機
）

呼
関
連
デ
―
タ
ベ
―
ス
（
Ｐ
Ｈ
Ｓ
用
）

サ
―
ビ
ス
制
御
設
備

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
―
ル

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

主
配
線
盤
（
Ｆ
Ｔ
Ｍ
）

公
衆
電
話
設
備

地
中
設
備

市
外
線
路
設
備

中
継
線
路
設
備

信
号
網
設
備

無
線
機
械
設
備

遠
隔
加
入
者
線
多
重
伝
送
装
置

主
配
線
盤
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路
・専
用
加

入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

中
継
系
交
換
設
備
（
音
声
）

中
継
系
交
換
設
備
（
デ
―
タ
）

端
末
系
交
換
設
備
（
音
声
）

端
末
系
伝
送
路
（共
通
）

端
末
系
伝
送
路
（
光
）

端
末
系
伝
送
路
（
メ
タ
ル
）

番
号
案
内
設
備
（
Ｔ
Ｄ
Ｉ
Ｓ
）

接続会計の基本的枠組み ③ 資料40



○ 「主要設備」に整理した費用及び資産を最終的な「設備区分」へ帰属させる

（例）〇端末系伝送路（メタル）：回線数比により端末系伝送路（電気信号の伝送に係るもの）と指定外県内伝送路へ帰属

〇端末系伝送路（光）：芯線数比により端末系伝送路（メタル）、端末系伝送路（光信号の伝送に係るもの）、指定外県内伝送路へ帰属

〇端末系伝送路（共通）：直接または架空ケーブル長比、取得固定資産価額比により端末系伝送路（メタル）、端末系伝送路（光）及び機械

設備へ帰属

〇主配線盤（MDF）：回線数比により主配線盤（電気）、端末系交換設備（音声）及び機械設備へ帰属

〇主配線盤（FTM）：芯線数比又は取得固定資産価額比により主配線盤（光信号の伝送に係るもの）、主配線盤（MDF）、端末系交換設備（音

声）、主配線盤～端末系交換設備伝送路・専用線加入者線モジュール伝送路及び機械設備へ帰属

〇端末系交換設備（音声）：直接又は回線数比、取得固定資産価額比により端末系伝送路（電気）、端末系交換設備（データ）などへ帰属

他へ帰属しない部分については取扱量比により端末系交換設備（音声）、網改造料及び機械設備へ帰属

〇端末系交換設備(データ）：直接又は回線数比、取得固定資産価額比により端末系交換設備（データ）及び機械設備へ帰属

〇伝送機械設備：直接又は使用ファイバ量比、回線数比、取得固定資産価額比により、端末系伝送路（電気信号）、端末系交換設備（音声）

（データ）、中継系交換設備（音声）（データ）などへ帰属

〇中継線路設備、市外線路設備：使用ファイバ量比、回線数比、取得固定資産価額比により、端末系交換設備（音声）（データ）、端末系交

換設備間伝送路、端末系交換設備～中継系交換設備伝送路、網改造料、指定外県内伝送路、県間伝送

路などへ帰属

〇中継系交換設備（音声）：直接又は回線数比、取得固定資産価額比により中継系交換設備（音声）（データ）、指定外県内伝送路、機械設

備などへ帰属
〇中継系交換設備（データ）：直接又は回線数比、取得固定資産価額比により中継系交換設備（データ）、県間伝送路、機械設備へ帰属

配賦基準関係 ③

■接続会計処理手順書（ＮＴＴ東西作成）
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専用線回線管理
一般営業
広 報

番号案内

設備への帰属の明確な営業費・運用費

「設備への帰属の明確な営業費・運用費」に整理した費用及び資産を接続会計規則に定める「設備区分」等へ帰属する。

取得固定資産価額比

設備区分

管 理 部 門 利 用 部 門

指
定
外
県
内
伝
送
路

県
間
伝
送
路

端
末
設
備

機
械
設
備

付
加
機
能
・
雑
収
入
等
控
除
項
目

サ
ー
ビ
ス
活
動

端
末
系
伝
送
路
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

端
末
系
伝
送
路
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も

の
）

主
配
線
盤
（光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

主
配
線
盤
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務
の
提

供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務
の

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備
〜
端
末
系
交
換
設
備
伝
送

路 群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
〜
中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

（斜
回
線
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務
の
提

供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務
の

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

中
継
系
交
換
設
備
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路
（分
離

型
関
門
交
換
機
）

信
号
網
設
備

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

主
配
線
盤
〜
専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
伝

送
路

専
用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
〜
専
用
線
ノ
ー
ド

装
置
伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
相
互
接
続
点
伝
送
路

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
伝
送

路 網
改
造
料

接続会計の基本的枠組みと配賦基準関係 ④

○ 「設備への帰属が明確な営業費・運用費」に整理した費用及び資産を最終的な「設備区分」へ帰属させる

〇一般営業（公衆・接続）、一般営業（専用・接続）、広報：取得固定資産価額比により対応する設備区分へ帰属

〇回線データベース管理、料金請求：端末系伝送路（電気信号の伝送に係るもの）へ帰属

〇専用線回線管理：専用加入者線装置モジュールへ帰属

〇番号案内：番号案内データベースへ帰属

料 金 請 求

回線ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ管理

資料42



（１） 二以上の種類の役務に関連する営業費用は、原則として次の基準に
よってそれぞれの種類の役務に配賦すること。

営 業 費
窓 口 契約申込等件数比
料 金 料金請求件数比
販 売 販売件数比
そ の 他 加入数比、取扱量比（度数比又は通数比をいう。以下この

様式において同じ。）又は回線数比
運 用 費 加入数比又は取扱量比
施 設 保 全 費 関連する固定資産価額（取得原価をいう。共通費、管理費

、試験研究費及び研究費償却について同じ。）比
共 通 費 関連する固定資産価額比又は営業、運用及び施設保全部門

の人件費比若しくは支出額比
管 理 費 関連する固定資産価額比又は営業、運用、施設保全及び共

通部門の人件費比若しくは支出額比
試 験 研 究 費 営業収益額比又は関連する支出額比若しくは固定資産価額

比
研 究 費 償 却 同上
減 価 償 却 費 関連する固定資産価額（帳簿価額をいう。以下この様式に

おいて同じ。）比
固定資産除却費 関連する固定資産価額比
通信設備使用料 回線数比又は取扱量比

租 税 公 課
固定資産税等 関連する固定資産価額比
事 業 所 税 管理部門等の人件費比

（１） 二以上の細目の役務に関連する営業費用は、原則として次の基準
によってそれぞれの細目の役務に配賦すること。

営 業 費
窓 口 契約申込等件数比
料 金 料金請求件数比
販 売 販売件数比
そ の 他 加入数比、取扱量比（度数比又は通数比をいう。以下この

様式において同じ。）又は回線数比
運 用 費 加入数比又は取扱量比
施 設 保 全 費 関連する固定資産価額（取得原価をいう。共通費、管理費

、試験研究費及び研究費償却について同じ。）比
共 通 費 関連する固定資産価額比又は営業、運用及び施設保全部門

の人件費比若しくは支出額比
管 理 費 関連する固定資産価額比又は営業、運用、施設保全及び共

通部門の人件費比若しくは支出額比
試 験 研 究 費 営業収益額比又は関連する支出額比若しくは固定資産価額

比
研 究 費 償 却 同上
減 価 償 却 費 関連する固定資産価額（帳簿価額をいう。以下この様式に

おいて同じ。）比
固定資産除却費 関連する固定資産価額比
通信設備使用料 回線数比又は取扱量比

租 税 公 課
固定資産税等 関連する固定資産価額比
事 業 所 税 管理部門等の人件費比

別表第二 様式第14 指定電気通信役務損益明細表
（記載上の注意）

電気通信事業会計における営業費用の配賦基準（省令）

○二以上の種類の役務に関連する営業費用の配賦基準は、電気通信事業会計規則別表でその原則を規定している。

○ NTT東西は、この原則に基づき、実際に指定電気通信役務損益明細表等を作成する際に用いた配賦基準を記した損
益配賦方法書を、財務諸表の提出の際に併せて総務大臣に提出している。

○ 更に、０５年度より、基本料費用の主な把握方法については、ユニバーサルサービス収支表と併せて、NTT東西よ
り公表されている。

■電気通信事業会計規則
別表第二 様式第13 基礎的電気通信役務損益明細表
（記載上の注意）
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・・
・

運用費

通話接続 直接賦課一般運用

・・
・

・・
・

一般営業 稼働時間比
販売
サポート

支出額比
（営業費）

システムサポート

・・
・

・・
・

・・
・・
・

稼働時間比その他のユーザ

稼働時間比法人ユーザ顧客営業

○○稼働時間比注文受付

営業費

市
外
専
用

市
内
専
用

市
外
専
用

市
内
専
用

配賦方法小部門中部門大部門

そ
の
他

高速デジタル
伝送

一般専用
そ
の
他

公
衆
電
話

市
外
通
信

市
内
通
信

基
本
料

専用役務音声伝送役務

特
定
電
気
通
信
役
務
以
外
の

指
定
電
気
通
信
役
務

特定電気通信役務

指
定
電
気
通
信
役
務
以
外
の

電
気
通
信
役
務

指定電気通信役務

配
賦
総
額

区分

役務の種類

電気通信事業会計における営業費用の配賦基準（指定電気通信役務損益配賦方法書）

指定電気通信役務損益配賦方法書

NTT東日本 ０５年度

※ NTT東西作成データに基づき総務省作成。接続会計において費用を帰属させる基準として用いられている、以下の、直課、活動基準帰属、配賦の三つの方法の比率を使用。
直課：設備区分等に費用を直接帰属させること（ネットワークを効率的に使用するために伝送路等を複数の階梯・役務で共用している場合、主要設備に直課された費用を回線数比等に

よって各設備区分に帰属させる場合を含む。）
活動基準帰属：占有面積比、故障件数比など費用との因果性について相当の合理性を有する基準により設備区分等へ費用を帰属させること
配賦：費用と直接の因果性を見出すことが困難なものについて、支出額比、固定資産価額比等を用いて、設備区分等へ費用を帰属させること

14%16%7%15%9%30%13%1%6%24%14%28%19%活動基準帰属

26%16%21%24%23%25%25%6%19%28%27%28%26%配賦

60%69%73%61%69%45%62%93%76%48%60%44%56%直課

16%15%8%11%12%11%13%2%5%28%14%24%19%活動基準帰属

24%14%20%33%34%31%30%6%14%27%24%25%23%配賦

60%70%72%55%54%58%56%92%81%45%62%50%58%直課NTT西日本 ０５年度
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電気通信事業会計における各費目の占める割合

ＮＴＴ西日本

ＮＴＴ東西ともに、営業費、施設保全費、減価償却費の営業費用に占める割合がそれぞれ
２０％台と他の費目に比べて高く、これら３つの費目の合計で全体の約７５％を占めている。

26%

26%

24%

7%

6%

4%

3%
5%

営業費

施設保全費

減価償却費

管理費

共通費

租税公課

試験研究費

その他

ＮＴＴ東日本

※０５年度決算。「その他」には、運用費、固定資産除却費、通信設備使用料が含まれる。

28%

26%

23%

6%

5%

4%

3% 5%

営業費

施設保全費

減価償却費

管理費

共通費

租税公課

試験研究費

その他

（4,904億円） （5,156億円）

1兆
8,981億円

1兆
8,231億円

（4,694億円）

（1,038億円）

（902億円）

（4,208億円）

（710億円）

（522億円）

（998億円）

（4,969億円）
（4,463億円）

（1,274億円）

（1,100億円）

（757億円）

（573億円）
（942億円）
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基本料等委員会における配賦基準の見直し 資料46

取得固定資産価額比当年度取得固定資産価額比インフラ系設備に関する試験研究に係る費用インフラ系試験研究費

支出額比（施設保全費）当年度取得固定資産価額比設備投資計画策定等費用設備企画

支出額比（営業費～試研費）稼働人員数比、支出額比病院等における医療費用（社員福利厚生分)医療

支出額比（施設保全費）取得固定資産価額比ネットワーク企画業務に必要な費用ネットワーク企画管理費

役務：回線数比
音声：支出額比

契約者管理費用：回線数比
オーダ処理費用：稼働時間比

電話等の営業業務に係るオーダー処理費用及
び契約者管理費用

販売サポート（一般営業）

役務：回線数比
音声：収入額比

特約店取次手数料：直接把握
オーダ処理費用：稼働時間比

電話等の特約店に支払う取次手数料及びオー
ダー処理費用

販売サポート（特約店）

収入額比お客様相談センタ：相談件数比
ﾊﾛｰｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ：紙面の面積比 等

お客様相談センタ・報道対応等の広報活動に必
要な費用

広報（報道対応等広報活動）

顧客営業の支出額比顧客営業の支出額比顧客営業の技術サポートに係る費用システムサポート

収入額比中小法人ユーザに対する営業活動に係る費用顧客営業（その他）

回線数比料金請求項目数比電話料金等の受入業務に必要な費用出納

役務：料金請求項目数比
音声：回線数比

料金請求項目数比料金督促、回収業務等に必要な費用料金（料金督促・回収）

収入額比直接把握テレビ、新聞等の広告・宣伝に必要な費用広報（テレビ等広告・宣伝）

役務：回線数比
音声：収入額比

処理データ量比電話等の料金計算業務等に必要な費用料金（料金計算）

見直し前見直し後

支出額比（営業費～施設保全費）建設工事：当年度取得固定資産価額
比
損益工事：当年度支出資材取扱額比

資材物品の調達・配送等費用資材共通費

役務：料金請求項目数比
音声：回線数比

料金請求項目数比電話等の請求書の編集、作成及び発行業務等
に必要な費用

料金（請求書編集等）

大口ユーザ収入額比
営業活動に要した稼働時間比

大口法人ユーザに対する営業活動に係る費用顧客営業（法人）営業費

配賦基準
費用の内容区分

情報通信審議会答申「平成１７年度以降の接続料の算定の在り方について」（０４年１０月）を受けて、従来、収入額比等により配賦し

ていた費用項目について、０４年度より、サービス別の費用を直接把握する、又は稼動時間比等に基づきより適切に費用配賦を行うよう

見直しを実施。

第５回研究会ＮＴＴ東西資料より作成



９９空調設備

２４．３２４．３無線アンテナ、無線鉄塔

２２．５１３架空メタルケーブル

９９通信衛星設備

２６．５１０海底光ケーブル

５４．６１８電線共同溝

７５２７共同溝

７５２７とう道

５４．６２７管路、中口径管路

２１．２２１電柱

２５．９１０陸上地下光ケーブル

２０．３１０陸上架空光ケーブル

３０．３１３地下メタルケーブル

６．６６．６無線伝送装置

１５．１６き線点遠隔収容装置

１０．３６伝送装置

１９．９６交換機

経済的

耐用年数

法定

耐用年数
設備区分

法定耐用年数とＬＲＩＣ方式における「経済的耐用年数」（ＬＲＩＣ対象設備）

５．２５．２無形固定資産(その他の無形固定資産)

５５無形固定資産(交換機ソフトウェア)

５．５５．５工具、器具及び備品

５５車両

１０．７１０．７機械及び装置

１５．８１５．８構築物

２３．１２１．８共通用建物

１０１０監視設備（市外線路）

１３１３監視設備（市内線路）

６６監視設備（加入者交換機、中継交換
機、伝送無線機械）

６６監視設備（総合監視）

２４．１２２．７機械室建物

１５１５電力設備（発電装置）

６６電力設備（電源装置）

９９電力設備（受電装置）

経済的

耐用年数

法定

耐用年数
設備区分

（接続料規則別表第４の３ 費用算定に用いる数値）
（現行モデル（第３次モデル）のもの）

その他

撤去法

修正増減法等＋新規投資抑制を考慮した補正

凡例 （経済的耐用年数の推計方法）
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ＬＲＩＣ方式における「経済的耐用年数」の推計方法の概要

増減法増減法増減法 最新の残存ストックを実現するために、各年度の新規取得数を過去にさかのぼり、何年までの新規取得数を

累積すればよいかを算定し、これを当該設備が一回転する期間とみなし、経済的耐用年数の推計を行う方式。

最新の残存ストックを実現するために、各年度の新規取得数を過去にさかのぼり、何年までの新規取得数を

累積すればよいかを算定し、これを当該設備が一回転する期間とみなし、経済的耐用年数の推計を行う方式。

修正増減法修正増減法修正増減法 増減法に対し、経営上の理由で計画的に廃棄された設備の影響を除くため、経年的に撤去される数量を仮定

するために適当な確率関数を利用し、経済的耐用年数の推計を行う方式。

増減法に対し、経営上の理由で計画的に廃棄された設備の影響を除くため、経年的に撤去される数量を仮定

するために適当な確率関数を利用し、経済的耐用年数の推計を行う方式。

撤去法撤去法撤去法

設備投資の抑制により設備の減価償却費が減少していることを、経済的耐用年数が実質的に延長されている

結果と見なし、投資抑制比率と投資抑制期間により、投資抑制前の経済的耐用年数を補正する方式。

設備投資の抑制により設備の減価償却費が減少していることを、経済的耐用年数が実質的に延長されている

結果と見なし、投資抑制比率と投資抑制期間により、投資抑制前の経済的耐用年数を補正する方式。

経過年数別の撤去率をもとに確率分布関数を仮定して、平均使用年数を推計する方式。経過年数別の撤去率をもとに確率分布関数を仮定して、平均使用年数を推計する方式。

新規投資抑制を
考慮した補正

新規投資抑制を新規投資抑制を
考慮した補正考慮した補正

比較的新しい設備で、修正増減法等の手法を用いた推計が困難である場合、各伝送装置の最長使用年数の加

重平均を用いる方式。

比較的新しい設備で、修正増減法等の手法を用いた推計が困難である場合、各伝送装置の最長使用年数の加

重平均を用いる方式。

その他その他その他 具体的な経済的耐用年数を推計するデータがなく、国土交通省等が負担金算定においてその根拠としている

使用期間（７５年）を経済的耐用年数として設定。

具体的な経済的耐用年数を推計するデータがなく、国土交通省等が負担金算定においてその根拠としている

使用期間（７５年）を経済的耐用年数として設定。

類似の設備の経済的耐用年数を参考に推計する方式や、平均利用期間をベースに推計する方式等。類似の設備の経済的耐用年数を参考に推計する方式や、平均利用期間をベースに推計する方式等。

－－

公衆電話公衆電話

光ファイバ
電柱

光ファイバ
電柱

交換機
メタルケーブル
管路（電線共同溝）

交換機
メタルケーブル
管路（電線共同溝）

伝送装置伝送装置

き線点遠隔収容装置
無形固定資産
（交換機ソフト）※

き線点遠隔収容装置
無形固定資産
（交換機ソフト）※

※ ＬＲＩＣ第4次モデルより導入

共同溝（とう道）共同溝（とう道）

□ 推計手法 □ 対象設備 □ 概要
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関連当事者取引の開示に関する規制

10 関連当事者（会社計算規則第140条第４項に規定する関連当事者をいう。以下同じ。）との取引に関する注記は、事業者と関
連当事者との間に取引がある場合における次に掲げる事項であつて、重要なものとする。注記は(1)から(8)までに掲げる区分
に従い、関連当事者ごとに表示しなければならない。
(1) 当該関連当事者が会社等（会社計算規則第２条第３項第16号に規定する会社等をいう。）であるときは、次に掲げる事項
ア その名称
イ 当該関連当事者の総株主の議決権の総数に占める当該事業者が有する議決権の数の割合
ウ 当該事業者の総株主の議決権の総数に占める当該関連当事者が有する議決権の数の割合

(2) 当該関連当事者が個人であるときは、次に掲げる事項
ア その氏名
イ 当該事業者の総株主の議決権の総数に占める当該関連当事者が有する議決権の数の割合

(3) 当該事業者と当該関連当事者との関係
(4) 取引の内容
(5) 取引の種類別の取引金額
(6) 取引条件及び取引条件の決定方針
(7) 取引により発生した債権又は債務に係る主な項目別の当該事業年度の末日における残高
(8) 取引条件の変更があつたときは、その旨、変更の内容及び当該変更が計算書類に与えている影響の内容

11 関連当事者との間の取引のうち次に掲げる取引については、前号に規定する注記を要しない。
(1) 一般競争入札による取引並びに預金利息及び配当金の受取その他取引の性質からみて取引条件が一般の取引と同様で
あることが明白な取引
(2) 取締役、会計参与、監査役又は執行役に対する報酬等の給付
(3) (1)、(2)に掲げる取引のほか、当該取引に係る条件につき市場価格その他当該取引に係る公正な価格を勘案して一般の取
引の条件と同様のものを決定していることが明白な場合における当該取引

電気通信事業会計規則別表第二様式第４ （記載上の注意）
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○主要株主
（六）

当該株式会社

親会社（一）

親会社の子会社
（三）

子会社（二）関連会社（五）

関連会社
の子会社（五）

当該株式会社を
関連会社とする
会社（四）

当該株式会社を関
連会社とする会社
の子会社（四）

当該株式会社を関
連会社とする会社
の親会社（四）

会社（八）

子会社（八）

○役員（七）

孫会社（二）

自己又は他人の名義をもって当該株
式会社の総株主の議決権の総数の百
分の十以上の議決権を保有

○近親者
（六）

○近親者（七）

会社（八）

子会社（八）

議決権の過半数を自己の計
算において所有

議決権の過半数を自己の計
算において所有

財務及び事業の方針の決定に対
して重要な影響を与えることがで
きる

財務及び事業の方針の決定に対
して重要な影響を与えることがで
きる

関連当事者の範囲（会社計算規則§140Ⅳ）

親会社の孫会社
（三）

・赤は支配従属関係、青は関連会社関係。・赤は支配従属関係、青は関連会社関係。
・（・（ ）の数字は、会社計算規則）の数字は、会社計算規則§§140140ⅣⅣの号番号の号番号
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関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針

関連当事者が法人の場合
15. 関連当事者が法人グループ（第13 項(1)から(3)）である場合、以下の関連当事者との取引を開示対象とする。
なお、個別財務諸表で関連当事者との取引を開示する場合、連結損益計算書項目、連結貸借対照表項目、税金等調整前当

期純損益は、それぞれ、損益計算書項目、貸借対照表項目、税引前当期純損益と、適宜読み替えるものとする。

関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針（06.10.17 企業会計基準委員会）

(1) 連結損益計算書項目に属する科目に係る関連当事者との取引
① 売上高、売上原価、販売費及び一般管理費
売上高又は売上原価と販売費及び一般管理費の合計額の10%を超える取引

② 営業外収益、営業外費用
営業外収益又は営業外費用の合計額の10%を超える損益に係る取引（その取引総額を開示し、取引総額と損益が相違す
る場合には損益を併せて開示する。）
③ 特別利益、特別損失
1,000 万円を超える損益に係る取引（その取引総額を開示し、取引総額と損益が相違する場合には損益を併せて開示す
る。）ただし、②及び③の各項目に係る関連当事者との取引については、上記判断基準により開示対象となる場合であって
も、その取引総額が、税金等調整前当期純損益又は最近5年間の平均の税金等調整前当期純損益（当該期間中に税金等
調整前当期純利益と税金等調整前当期純損失がある場合には、原則として税金等調整前当期純利益が発生した年度の平
均とする。）の10%以下となる場合には、開示を要しないものとする。

(2) 連結貸借対照表項目に属する科目の残高及びその注記事項に係る関連当事者との取引並びに債務保証等及び担保提供
又は受入れ
① その金額が総資産の1%を超える取引
② 資金貸借取引、有形固定資産や有価証券の購入・売却取引等については、それぞれの残高が総資産の1%以下であって
も、取引の発生総額（資金貸付額等）が総資産の1%を超える取引（ただし、取引が反復的に行われている場合や、その発生
総額の把握が困難である場合には、期中の平均残高が総資産の1%を超える取引を開示することもできる。）
③ 事業の譲受又は譲渡の場合には、譲受又は譲渡の対象となる資産や負債が個々に取引されるのではなく、一体として取
引されると考えられることから、対象となる資産又は負債の総額のいずれか大きい額が、総資産の1%を超える取引
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子会社との営業取引高（ＮＴＴ東西の支払額）(05年度決算)

ＮＴＴ東日本の子会社 金額 ＮＴＴ西日本の子会社 金額

(株)ＮＴＴ東日本－東京南 62,897 (株)エヌ・ティ・ティネオメイト 253,676

(株)ＮＴＴ東日本－神奈川 49,985 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクト 108,756

(株)ＮＴＴ東日本－北海道 47,693 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクト関西 22,101

エヌ・ティ・ティ番号情報(株) 45,696 (株)エヌ・ティ・ティネオメイト関西 21,871

(株)エヌ・ティ・ティエムイー 44,273 (株)エヌ・ティ・ティネオメイト九州 16,450

(株)ＮＴＴ東日本－埼玉 38,698 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクト九州 16,283

(株)ＮＴＴ東日本－千葉 33,693 (株)エヌ・ティ・ティネオメイト名古屋 13,578

(株)ＮＴＴ東日本－宮城 20,253 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクト名古屋 13,102

(株)ＮＴＴ東日本－東京北 20,227 (株)エヌ・ティ・ティネオメイト中国 8,714

(株)ＮＴＴ東日本－東京西 19,526 (株)エヌ・ティ・ティネオメイト兵庫 8,529

(株)ＮＴＴ東日本－新潟 17,663 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクト四国 7,725

(株)ＮＴＴ東日本－東京東 17,544 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクト兵庫 7,559

(株)ＮＴＴ東日本－茨城 16,727 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクトみやこ 7,406

(株)ＮＴＴ東日本－長野 16,071 (株)エヌ・ティ・ティネオメイトみやこ 7,358

(株)エヌ・ティ・ティサービス東京 15,530 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクト四国 6,742

(株)ＮＴＴ東日本－福島 14,036 (株)エヌ・ティ・ティネオメイト四国 6,639

(株)ＮＴＴ東日本－群馬 13,836 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクト静岡 6,155

(株)ＮＴＴ東日本－栃木 13,777 (株)エヌ・ティ・ティネオメイト北陸 6,101

(株)ＮＴＴ東日本－東京中央 12,729 (株)エヌ・ティ・ティマーケティングアクト北陸 6,093

エヌ・ティ・ティインフラネット(株) 11,533 (株)エヌ・ティ・ティネオメイト静岡ほか43社 58,654

(株)エヌ・ティ・ティ・ソルコ 11,264

(株)ＮＴＴ東日本－青森 10,284

(株)ＮＴＴ東日本－岩手 9,283

(株)ＮＴＴ東日本－山形 8,987

(株)ＮＴＴ東日本－山梨 8,324

(株)ＮＴＴ東日本－秋田ほか49社 58,087

合　　　計 638,628 合　　　計 603,501

単位：百万円 05年度決算

営業収益：1,967,812
営業費用：1,898,156
資 産：4,024,566
（05年度決算。単位：百万円）

営業収益：1,860,339
営業費用：1,823,115
資 産：3,981,828
（05年度決算。単位：百万円）

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

05年度決算までは、指定電気通信役務提供事業者等は、電気通信事業
会計規則に基づき、その他重要事項明細表の提出・公表（一部）が義務付
けられており、当該明細表の中で、子会社との取引に関する情報を開示。
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接続料と利用者料金との関係の検証について

○専用サービス及びデータ系のサービスのうち、特にＤＳＬサービス等のインターネッ
ト関連サービスについて、接続料の認可時及び毎年の実際費用方式による接続料
の改定時に、ＮＴＴ東西が、サービス毎、品目毎、速度別に、接続料と利用者料金と
の関係について営業費を加味した上で検証し、総務省がその妥当性を判断
（「ＩＴ時代の接続ルールに関する研究会」報告書（０２年７月））

○専用サービス及びデータ系のサービスのうち、特にＤＳＬサービス等のインターネッ
ト関連サービスについて、接続料の認可時及び毎年の実際費用方式による接続料
の改定時に、ＮＴＴ東西が、サービス毎、品目毎、速度別に、接続料と利用者料金と
の関係について営業費を加味した上で検証し、総務省がその妥当性を判断
（「ＩＴ時代の接続ルールに関する研究会」報告書（０２年７月））

○接続料と利用者料金との関係について、接続料の再計算にあわせて検証すべき
（「接続料の算定に関する研究会」報告書（９９年７月））

○接続料と利用者料金との関係について、接続料の再計算にあわせて検証すべき
（「接続料の算定に関する研究会」報告書（９９年７月））

○ＮＴＴ東西は、大括りのサービス単位において、毎年度接続会計報告の際に検証結
果を公表（００年度～）

○ＮＴＴ東西は、大括りのサービス単位において、毎年度接続会計報告の際に検証結
果を公表（００年度～）

○毎年度の接続料再計算時に、Ｂフレッツ、フレッツＡＤＳＬ等について、サービス毎、
品目毎、速度別に接続料と利用者料金との関係について検証（０２年度～）

○毎年度の接続料再計算時に、Ｂフレッツ、フレッツＡＤＳＬ等について、サービス毎、
品目毎、速度別に接続料と利用者料金との関係について検証（０２年度～）

○可能な限り透明性を確保するとともに、行政当局により客観的かつ透明な基準の下
で運用されるようにすることが必要。このため、本答申を踏まえ、スタックテストの検
証区分、対象範囲及び検証方法等について、「スタックテストの運用に関するガイド
ライン（仮称）」を速やかに策定することが適当
○当該制度の一層の透明性を確保するため、スタックテストを実施する根拠を接続料
規則に規定することが適当
（情報通信審議会答申「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備に
ついて」 （０７年３月））

○可能な限り透明性を確保するとともに、行政当局により客観的かつ透明な基準の下
で運用されるようにすることが必要。このため、本答申を踏まえ、スタックテストの検
証区分、対象範囲及び検証方法等について、「スタックテストの運用に関するガイド
ライン（仮称）」を速やかに策定することが適当
○当該制度の一層の透明性を確保するため、スタックテストを実施する根拠を接続料
規則に規定することが適当
（情報通信審議会答申「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備に
ついて」 （０７年３月））
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○ 「接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）の運用に関
するガイドライン」（案）に対する意見募集の実施（～０７年６月）

○ 「接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）の運用に関
するガイドライン」（案）に対する意見募集の実施（～０７年６月）

接続料を設定する事業者が実施するスタックテスト

公衆電話

営業費の
基準値

フレッツADSL

Bフレッツ

メガデータネッツ

番号案内

加入電話・ISDN 通話料

加入電話・ISDN 基本料

フレッツISDN

専用サービス

サービス

①－②

営業費
相当

②

接続料
収入

①

利用者
料金収入

（単位：円）

：

①－②

営業費
相当

×××

×××

：

サービスメニュー

：：：

営業費の
基準値

②

接続料

①

利用者
料金

総務省が実施するスタックテスト

（単位：億円）

スタックテスト実施方法（案）

○ 接続料規則の一部改正
○ 接続料規則の一部改正

接続料規則第１４条（接続料設定の原則）第４項に、
「接続料の水準は、第一種指定電気通信設備を設置する事業者と接
続事業者との間に不当な競争を引き起こさないものとなるように設定
するものとする」
旨を規定。

経 緯

スタックテスト実施の根拠規定



各営業業務に共通して発生する費用共通営業

営業部門における企画業に必要な費用企画※

テレビ新聞等の広告・宣伝に必要な費用宣伝※

利用者相談センター・報道対応等の広報活動に必要な費
用

広報

料金計算業務、請求書の編集・作成及び発行業務、料金
催促並びに回収業務等に必要な費用

料金

電話料金等の受入業務に必要な費用出納

営業業務に係るオーダー処理費用、契約者管理費用、特
約店に支払う取次手数料及びテレフォンカード販売等に係
る費用

販売サポート

顧客営業の技術サポートに係る費用システムサポート

利用者に対する営業活動に係る費用（電話の増設、廃止、
移転等の応対に係る費用を含む）

顧客営業※

営業窓口、１１６における受付等に必要な費用注文受付

費用科目に計上される費用の内容費用科目

（注）※印は、「顧客獲得に要する費用」に該当する費用科目。

スタックテストにおける検証対象の営業費の内訳

特約店の営業業務に係るオーダー処理費用

料金催促・回収

請求書編集等

通話データ収集・蓄
積・計算

専用線 営業部門における専用線の企画業務に係る費用

専用線等の料金業務に係る費用専用線

電話等の料金督促、回収業務等に係る費用

専用線

公衆電話

専用線等の営業業務に係るオーダー処理費用及び契約
者管理費用

テレホンカードの販売管理業務等に係る費用

一般
営業

テレビ・新聞等の広告・宣伝に係る費用宣伝

電話等の請求書の編集、作成及び発行業務等に係る費
用

電話等の特約店に支払う取次手数料

電話等の相互接続に関するデータベース管理及び受付等
に係る費用

一般営業（接続）

上記以外のお客様に対する営業活動に係る費用（増設、
廃止、移転等の応対に係る費用を含む）

その他ユーザ

各営業業務に共通して発生する費用

営業部門における企画業務に係る費用

お客様相談センター・報道対応等の広報活動に係る費用

電話等の料金計算業務等に係る費用

料金等の受入業務に係る費用

電話等の営業業務に係るオーダー処理費用及び契約者
管理費用

顧客営業の技術サポートに係る費用

大口法人のお客様に対する営業活動に係る費用（増設、
廃止、移転等の応対に係る費用を含む）

営業窓口、１１６における受付等に係る費用

費用科目に計上される費用の内容

一般営業

広報

一般営業

法人ユーザ

小部門

共通営業

企画※

広報

料金

出納

販売サポート

システムサポート

顧客営業※

注文受付営業費

中部門大部門

スタックテストガイドライン
「加入電話及びISDN等の基本料費用の算定について」をベースとしたもの

０５年度 NTT東西における費用項目
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ユニバーサルサービス制度の概要

◆ 地域通信市場、とりわけ都市部等の採算地域において競争の進展が見込まれる中、ＮＴＴ東西の内部相互補助のみによってユニバー
サルサービスを維持するのではなく、ユニバーサルサービス設備と接続等を行うことにより受益している他の電気通信事業者も応分
のコスト負担を行う制度。

◆ 地域通信市場、とりわけ都市部等の採算地域において競争の進展が見込まれる中、ＮＴＴ東西の内部相互補助のみによってユニバー
サルサービスを維持するのではなく、ユニバーサルサービス設備と接続等を行うことにより受益している他の電気通信事業者も応分
のコスト負担を行う制度。

ユニバーサルサービス制度の概要

◆◆ 加入電話サービス加入電話サービス（加入者回線アクセス、特例料金が適用される離島通話サービス）

◆◆ 第一種公衆電話サービス第一種公衆電話サービス（市内通話サービス、特例料金が適用される離島通話サービス）

◆◆ 緊急通報サービス緊急通報サービス（警察１１０番、消防１１９番、海上保安庁１１８番であって、加入電話、第一種公衆電話から発信されるもの）

ユニバーサルサービスの範囲

ユニバーサルサービス制度の仕組みと会計との関係

適格電気通信事業者

総務大臣

基礎的電気通信役務
支援機関

負担事業者

適格電気通信事業者と接続
等している事業者②資料届出

⑦交付金の交付

⑤負担金通知

④認可

①ユニバーサルサービス
の提供に係る補てん対象
額の算定に必要な基礎
データの提供

③交付金額等
認可申請

⑥負担金納付

○ ユニバーサルサービス制度に基づく交付対象となる適格電気通信事業者の指定申請に当たっ
ては、申請書に基礎的電気信役務収支表を添付するとともにこれを公表しなければならない。

○ 適格電気通信事業者に指定された者は、毎事業年度経過後5ヶ月以内に、基礎的電気通信役務
収支表を総務大臣に提出するとともに公表しなければならない。

○ 基礎的電気通信役務収支表は、電気通信事業会計規則の規定に基づいて適正に作成されてい
ることについて、職業的に資格のある会計監査人の証明を受けなければならない。

○ 交付金額の上限は、総務省に提出さ
れた基礎的電気通信役務収支表におい
て生じている損失額。

〇 総務省に提出された基礎的電気通信
役務収支表において利益が生じている
場合は、交付金額はゼロ。

資料55



利用部門単体の営業費用を把握可能。

552,760

4,495

2

9

4,483

548,265

539

547,725

（再掲）

利用部門費用

（再掲）

管理部門費用

営業費用

基礎的電気通信役務収支表 資料56

552,760

4,495

2

9

4,483

548,265

539

547,725

▲29,424523,335合計

▲2,5701,825小計

▲2-緊急通報

▲63離島特例通信

▲2,6611,821市内通信第一種公衆電話

▲26,754521,510小計

▲539-緊急通報

▲26,214521,510基本料加入電話

摘要営業利益営業費用営業収益役務の細目

営業費用について、利用部門と管理部門に区分して内訳を再掲。

■電気通信事業法施行規則 別表 様式第38の2

基礎的電気通信役務収支表

交付金の算定は利用部門の費用について約７％
の経営効率化を行うことを前提

平成１９年度以降、基礎的電気通信役務収支表
の提出に際し、経営効率化の実績について併せて
報告すること

「基礎的電気通信役務の提供に関し講ずべき措置について」（06年11月）


